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第 1 章 研究の背景と問題意識 
イノベーション活動の研究開発効率の向上を図るためには何をどのように評価して、研

究開発のプロセスにフィードバックすべきかという命題に取り組む。イノベーションの効

率を研究開発投資(インプット)に対する獲得利益額(アウトプット)と考えると効率を向上さ

せるには、分子である獲得利益額をいかに上昇させるのか、分母である研究開発投資をい

かに削減するのかとなるが、つまり最小限の開発投資にて最大限の利益を産むためのイノ

ベーションのマネジメントをいかに行うのかという課題に帰着する。 
マクロ的に見れば、渡辺(2001)が表 1.1 に示したように日本における製造業の研究開発の

効率低下が叫ばれて久しい。昨今、大手電機メーカーにおいても 2002 年 3 月期の軒並みの

赤字経営から脱した感があるが長期的に見れば、三品(2004)の言う戦略不全に陥っていると

言える。イノベーションは製品の生産工程におけるプロセスイノベーションと製品イノベ

ーションの二通りがある。榊原(2005)は後者の製品イノベーションの重要度が高まってきた

結果が、研究開発効率の低下をまねいているとしている。つまり、何を作るのかが明確で

あった時代から、何を作るのかが不確実な時代に移行しているということであり、本論文

で取り扱っているのは、まさに、この不確実性の高い市場環境下における製品イノベーシ

ョンを対象にしたものである。 
一方、ミクロに見れば、現状の企業のコーポレート研究所におけるイノベーションのプ

ロセスを考えると、技術の可能性検討の段階から始まり、技術確立の段階を経て最後の事

業化の段階に至る一連の過程において、事前評価や途中段階での評価はなされているもの

の、これに比べて必ずしも事後評価が十分になされているとは言えない状況である。つま

り、数多くのイノベーション活動を通じて発表、論文や知的財産権の形で技術成果が創出

されていると言えるが、最終の事業化に至るイノベーションが少ないことに起因すると言

える。さらに、イノベーションプロセスにおける Death valley を運よく越えたイノベーショ

ンにおいても事後評価の難しさがある。事後評価の難しさとしては 2 つある。ひとつは、

開発には一定の期間を要し、その期間中におけるインプットとアウトプットを正確に見積

もることが難しいという点、もう一つは、インプットとアウトプットが把握できたとして

も、アウトプットを生み出す影響因子が具体的に何であるかを正確に把握できていないと

いうことにある。 
 

期間 1960-64 65-69 70-73 74-78 79-82 83-86 87-91 92-96

R&D
収益性

(%)
38.1 27.0 33.3 16.4 17.1 23.8 26.5 17.1

表1.1   日本の製造業における研究開発収益率(1960‐1996年)        渡辺(2001)
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前者についてイノベーション活動においては、インプットとしての資源投入がなされた

後、成果が利益獲得というアウトプットの形で回収されるまでにリードタイムがあり、開

発期間中における粘り強い、継続的なインプットとアウトプットの見積もりが必要である。

実際、技術萌芽の時期(underground research)における開発投資額を正確に見積もることは難

しい。また、事業化段階においてはシステムの一部である戦略的部品の場合などは、産み

出した利益を切り分けてカウントすることが困難である。 
後者ではイノベーションプロセスを評価できるのか、できたとしてどのような評価指標

を用いるのかという本質的な問題がある。どのように取り組めばアウトプットを高められ

るかなどの規定因子が定まっていないためイノベーションの効率が高められないという現

状がある。イノベーション活動における研究開発の効率がどのような規定因子によって影

響を受けているのかを探る必要がある。また、成果を生み出す原動力は過去のプロジェク

トで蓄積された技術が、組織のコア技術として強みとして転換されていることが前提とな

っているが、組織のコア技術の確立過程は個人から個人への情報伝達を経ながら行われる

ものであり、技術蓄積が次の製品創出につながるプロセスが複雑である。これらのイノベ

ーションプロセスの複雑性も評価指標を特定する困難性に拍車をかけているように思われ

る。さらには、成果に及ぼす影響を比較的に定量的に把握できると思われる個人、組織の

技術的な側面、例えば個人や組織が保有する技術報告や特許などの技術ポテンシャルだけ

でなく、プロジェクトリーダーやメンバーのコンピテンシー、ケイパビリティや教育手段

などの人的な規定因子、企業理念および企業風土など目に見えない(測定しにくい)規定因子

が影響しているという点も見逃せない。つまり、技術にかかわる規定因子、人にかかわる

規定因子および企業理念など規定因子の多様性のために定量的に評価しにくいという課題

もある。 
従来の先行研究はイノベーションの開発効率をどのような評価指標で測るかに重きが置

かれていて、イノベーションの開発効率に影響を及ぼす規定因子が何でどのように影響を

及ぼしているかを調べている例は少ない。すなわち、イノベーションのプロセス評価を行

うためのアウトプットに影響を及ぼす規定因子の妥当性についての定量的なデータに基づ

く実証研究がなされていないこと、そのため、意図的な規定因子の操作による開発効率向

上の効果が確認されていない、もし効果があって確認されていたとしても一企業の中でそ

の知見が閉じられているなどの理由で、イノベーション活動を評価する手法が一般化・体

系化してこなかったと考えられる。 
 
以上の背景と問題意識からイノベーション活動を測定し評価する手法を提示するために、

個人や組織のコア技術能力がイノベーション成果に及ぼす影響について、図 1.1 の研究の流

れに沿って電機メーカーのコーポレート研究所における複数の研究プロジェクトを対象と

した実証を試みた。 
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図 1.1 研究の総括図 
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第 2 章  先行研究 
2.1 イノベーションプロセス 
2.1.1 経営学的アプローチ 
イノベーションの開発効率を論ずるために、まず、イノベ

ーションのプロセスについて調べた。ここでは古典的モデル

であるリニアモデルと Klein の連鎖モデル(1992)について言

及する。第 2 次世界大戦後、西欧で一般的に考えられていた

イノベーションのプロセスが図 2.1 のリニアモデルである。 
リニアモデルにおけるイノベーション活動は、研究、開発、

生産、マーケティングのプロセスに分かれており、これらが

シリーズにつながっている。Klein(1992)は自ら提案した連鎖

モデルをこのリニアモデルと対比させて以下の 5 つの違いを

述べている。 
(1)リニアモデルが唯一のプロセスを示しているのに対して

連鎖モデルは複数のプロセスを含んでいる。 
(2)リニアモデルは単一な流れでフィードバックを持たない  

が連鎖モデルは複数のフィードバックループを持ってい  
る。 

(3)リニアモデルでは研究がイノベーションプロセスの唯一  
の出発点となっているが、連鎖モデルでは研究の他、あら  
ゆるプロセスが出発点となっている。 

(4)リニアモデルでは研究はイノベーションプロセスの開 
始時のみに作用しているが、連鎖モデルでは研究機能  
は開始時だけではなく下流のいくつかの段階においても  
現われている。 

(5)リニアモデルではイノベーションの源泉として最新の研

究成果のみを採用しており、蓄積されている知識および技術パラダイムのような初歩的

な源泉を対象としていない。 
上記のように、リニアモデルに比べて連鎖モデルは、現実のイノベーションプロセスを

より一層うまく説明できると思われる。特に、蓄積された知識や技術をイノベーションの

原動力としている点が特徴的である。 
 また、知識を状態関数、研究をプロセスとして明確に区別していること、製品設計を行

う時にまず蓄積された知識を利用し、さらに不確定要素が多いところを研究によって並列

的に事業を進めていくというプロセスを示唆している点でKleinの連鎖モデルは現実的であ

ると考えられる。 
さらに、同じく(財)社会経済生産性本部生産性研究所(1997)は研究開発や事業化開発のプ

ロセスを図 2.3 のように表現しており、コーポレート・テクノストック・モデルと名付けて

いる。このモデルによれば研究開発活動や事業化開発活動が知識の蓄積、陳腐化、創出を

経ながら事業成果としての利益があげられ、研究開発費が回収される過程が良く説明でき

るとしている。 

マーケティング

生産

開発

研究

図2.1 リニアモデル

研
究

知
識

販売

マーケ

ティング

設計

市場

発見

図2.2 Kleinの連鎖モデル
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 投資された研究開発費は研究開発活動に

よるタイムラグを経て、社内報告、ノウハ

ウなどの技術情報・技術知識と論文、さら

には新製品などの技術成果に転化される。

これらの研究開発のプロセスにおいて技術

情報や技術知識は蓄積され、“技術ポテンシ

ャル”すなわち“テクノストック”となる。 
さらに蓄積されたテクノストックは 図

2.3 のコーポレート・テクノストック・モデ

ルで示されるように時間とともに一部、陳

腐化し、その価値を減耗するが、一方、特

許や論文などやノウハウなどの暗黙知とし

て組織や個人の無形資産として蓄積される。

事業化には、さらに、設計・製造などの開

発活動が行われ新製品が生まれる。同時に

技術ノウハウも蓄積される。最終的には製

品は販売活動を通して販売され、営業利益

として研究開発投資が回収される。 
 
2.1.2 経済学的アプローチ 
研究開発投資の収益性についての研究は 2 つの流れがある。1 つは特定のケーススタディ

を扱う方法であり、もう一つは生産関数のフレームワークを使用した方法である。 
前者は、Griliches (1957)などのケースがあり、特定の研究開発プロジェクトに投入した投

資と成果としての収益からその収益性を算出するものである。 
後者は Griliches (1963)を先駆けとして行われたコブ・ダグラス型生産関数を技術ストック

まで拡張したものである。竹中(1984)は研究開発ストックを一単位増加させたときの全要素

の変化率を見ている。これらの手法の課題の一つとして、研究開発活動が収益につながる

までのタイムラグが現実にはあり、その期間内のデータが十分得られないなどが想定され

るが、これらの課題に対応して技術のスピルオーバーを考慮した分析が試みられている(渡
辺(2001))。 
また、渡辺(2001)は、図 2.4 で示す内部技術と外部技術の相互関連による技術革新のメカ

ニズムにて成果が生み出されることを説明している。 
内部技術とは研究開発資源を投入し技術革新を生み出す研究開発プロセスを言う。一方、

外部技術は技術開発によるブレークスルーの動機対象となり、また、技術開発資源を生み

出す環境であるとしている(Baranson(1967))。外部技術としては、経済環境、物理的自然的

環境、社会的文化的環境および政策システムで構成される。イノベーション生産活動は研

究開発投資によるこの内部技術と外部技術の好循環の相互作用の賜物であり、イノベーシ

ョン成果は、外部環境の影響をマクロに受けながら、ミクロな研究開発プロセスにおいて

産み出されることが示唆される。 
 

1

研究開発費研究開発費

図 2.3 コーポレート・テクノストック・モデル

社会経済生産性本部(1997)の図を筆者がアレンジ

研究開発研究開発

技術ポテンシャル
|||

テクノストック

技術ポテンシャル
|||

テクノストック

研究開発研究開発

製品製品

売上売上

陳腐化陳腐化

暗黙知暗黙知

知的財産権
論文など

知的財産権
論文など

ノウハウなどノウハウなど

販売効率

商品化効率

研究開発効率
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図 2.4  技術革新のメカニズム : 内部技術と外部技術の好循環  
Baranson(1967)を基に渡辺(2001)が作成 
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2.2 イノベーションプロセスにおける知識創造・知識転換に関する研究 
ここでは技術蓄積過程で知識がより付加価値の高いものへと創造され、知識転換される

とする考え方についての先行研究事例を整理した。 
 
知識創造に関して野中(1996)は、SECI モデルにおける共同化→表出化→連結化→内面化

という知の移転プロセスをたどりながら最初の共同化へ戻るという暗黙知と形式知のスパ

イラルループの中で、知は産みだされ高まっていくと説明している。後で本論文の中でイ

ノベーション成果の規定因子として取り扱う「個人の技術ポテンシャル」と「組織能力と

してのコア技術」の関係は、野中(1996)の SECI モデルの共同化→表出化の過程であると考

えられ、「個人の技術ポテンシャル」が「組織能力としてのコア技術」として蓄積・転換さ

れることが示唆された。 
技術蓄積に関して、図 2.3 で表されたモデルから報告書や特許のような形式知やノウハウ

などの暗黙知の形で生み出された知識がストックされるプロセスが重要であり、そのスト

ックが最終成果としての売上高に転換されていくことが理解できた。 
知識転換に関して、原田(1999)は、個人の能力が組織能力としていかに関係づけられるの

かの視点から知識転換機能を提案しており、ゲートキーパーの情報収集能力、トランスフ

ォーマーによる情報伝達能力を介して、個人の能力が組織特有の知識として転換される結

果、新たな知識が生み出されるとしている。 
 

2.3 イノベーションの成果を生み出す源泉・プロセス 
2.3.1  Resource based view 論とポジショニング論 

Saloner et al.(2002) は 著 書 『 Strategic 
Management』の中で、競争優位性は企業のポジシ

ョ ニ ン グ を 基 盤 と す る 優 位 性 (positional 
advantages)と、企業の組織能力を基盤とする優位

性(capability advantages)の二つに分けられるとし

ている。 
さらに、図 2.5 のようにポジションと組織能力

を二大競争優位性として区別しているが、両者は

相互に関連して企業に競争優位性をもたらすと

している。つまり、企業の内部での組織能力強化

と外部環境とのポジショニングの双方の相乗効

果で競争優位性が築かれていると考えられる。この事から研究開発プロジェクトにおける

イノベーション活動の成果も内部の組織能力と外部環境とのポジショニングの相関関係で

決定づけられることが示唆された。 
 
 
 
 
 

組織能力

ポジション

競争優位性

図2.5 組織能力とポジションの相互作用

(G.Saloner et al.(2002))
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2.3.2  組織能力に関する研究 
組織能力とは何かの議論は多いが、Ulrich et al.(2004)は、組織能力とはイノベーションを

生み出す源泉であるとしている。組織能力とは組織が有する集合的なスキル、手腕や専門

的な知識であり、人材と各種の無形資産を組み合わせながら業務を遂行する方法そのもの

である。つまり企業組織が有する集合的なスキルや手腕、専門知識の数々は、雇用、教育、

研修、報酬、コミュニケーションなど、人的投資の結果として育まれるとしている。 
 
Ulrich et al.(2004)は、表 2.1 に示すように個人や組織の能力を技術面(Technical)と人間関係

面(Social)からの組織能力マトリクスで説明している。技術的・技能的な能力として、個人

に関してはコンピテンシー、組織に関しては、組織のコア・コンピタンスが組織能力とし

て重要である。組織能力マトリクスをベースに様々な組織能力とその評価方法、無形の価

値を創出するために欠かせない能力の構築方法について論じており、表中の②と④の組織

能力を有機的に結合させる組織能力を備えてこそ価値を創出することができると説明して

いる。そして、表中の①～④に対して以下のような組織能力をイメージしている。 
 
表中① 個人の職務能力 

個人の職務能力や技術ポテンシャルたとえばマーケティング、財務、製造な

ど、研究開発では専門技術能力を指す。 
表中② 個人のコンピテンシーでリーダーシップ能力など。 

動機付け、ビジョン伝達能力、方向付けに関する能力など 
表中③ 組織のコア・コンピタンス 

研究開発の分野ではコア技術を指す。 
表中④ 組織のケイパビリティ 

企業組織に通底する組織の文化、DNA、個性を示す。 
 

以上の知見は企業活動における広い意味での組織能力に関するものであるがイノベーシ

ョン活動における組織能力に相通ずると判断される。 
 
            表 2.1 組織能力のマトリクス    

Individual Organizational
Technical ①技術ポテンシャル ③組織のコア技術力

Social ②リーダーシップ力 ④ ケイパビリティ
 

Ulrich(2004)の表を筆者が再編集 
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さらに、Ulrich et al.(2004)は組織能力とは、具体的に DNA、企業文化、個性例えばイノベ

ーション力、スピードなどであり、組織構造や企業風土に関わる能力であると定義し、こ

の組織能力として以下の 11 項目をあげている。 
① 人材         事業戦略を実現するための能力と意欲を有する人材の確保 
② スピード        スピーディーに変更や変革を実行する力 
③  思考様式共有化と一貫したブランドアイデンティティの保有 

         存在意義や仕事のやり方を規定する企業文化や Identity を有 
しているか? それは顧客に理解され社員に浸透しているか? 

④ 結果責任      高い成績を上げさせる能力(高成績に対する報酬) 
⑤ コラボレーション  共同作業による効率と効果の向上、社内の壁を乗り越え 
            て実施できる実行力 
⑥ 学習        インパクトの大きい発想力と展開能力 
⑦ リーダーシップ   業績目標と実現手段を明示することができるリーダーシップ 
⑧ 顧客との関係    顧客との信頼関係を築く能力 
⑨ 戦略の共有     長期的な戦略を策定し、共有することができる能力 
⑩ イノベーション力  新しいことを始めることができる能力 
⑪ コスト効率性    コスト削減する能力 
 
上で述べたように組織能力は企業のアイデンティティあるいは個性であり、このケイパ

ビリティが組織能力として形成されるが、この組織能力のチェック、評価は難しいと述べ

ている。しかし、組織能力の監査の方法を導入して企業の能力監査を実施することで、こ

れら無形資産としての組織能力の評価や可視化ができるため、企業組織の各階層において

以下のような具体的なメリットを享受できるとしている。 
経営層は、これらの組織能力を身につけることで組織の長所・短所を知ることができる。

シニアマネージャーは戦略の決定を容易にすることができる。さらに、ミドルマネージャ

ーは戦略の実践の容易性やラインマネージャーは仕事の円滑な実行を可能にすることがで

きる。 
組織能力の監査は、自らの企業のコア・コンピタンスやケイパビリティを自己点検し、

強みをさらに強化し、弱みを補強することができるという意義があると考えられる。しか

し、測定しにくい上の 11 項目を具体的にどのように尺度化、測定して、どのように企業活

動のパフォーマンス向上に反映させていくかの具体的な方法論とその効果については言及

されていなかった。 
 
2.3.3 コア技術戦略と組織プロセス能力に関する研究 
延岡(2006)はイノベーション活動におけるコア技術を核としたコア技術戦略が、他社差別

化できる製品を生み出し続け、競争優位を保持できる戦略と位置づけている。製品を出し

続けることで、コア技術の陳腐化を防ぎ、コア技術を核にした成長を続ける事業としてシ

ャープの液晶事業(スパイラル戦略)を具体的な事例として掲げている。 
 さらに、組織プロセス能力を中核的な組織能力(コア・コンピタンス)として捉え、この組

織プロセス能力とプロジェクト知識を活用、強化することが必要としている。新商品開発
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の知識マネジメントを考える場合には「要素技術や部品を完成度の高い商品として効率よ

く統合するための、組織プロセス能力に関する知識」としての「プロジェクト知識」が必

要であるとしており、このプロジェクト知識をうまく蓄積し、他のプロジェクトで活用で

きる能力こそが新商品開発で高い競争力を持続するために不可欠としている。また、プロ

ジェクト知識も技術と同様に、商品開発を経るたびに強化されるような学習能力が重要で

あると述べている。つまり、組織能力として上記のプロジェクト知識やそれを強化する学

習能力が重要であることが示唆された。 
 
2.4 イノベーションの評価基準・評価手法・技術監査 

イノベーションのアウトプットをどのように評価するのか、どのような評価指標を設け

て、どのようにマネジメントして開発効率の向上に結び付けられるのかが本研究の第一の

課題である。これらの観点から以下の先行研究レビューを行った。 
イノベーション成果をどのように測るのか? その成果を規定する要因は何か? さらにイ

ノベーションを測るということでどのような効果があるのかなどイノベーションの成果や

プロセスを評価していく上で不明確なところが多い。ゆえに、過去の先行研究からその方

向性を探るために現状の整理を試みた。以下にその調査結果を示す。 
 
2.4.1  開発成果の評価指標と測定 
福井(1995)は研究開発テーマの評価や設定のために、研究開発の効率(生産性)を測る評価

指標についてのレビューを行っている。研究開発を測る評価指標として、投資効率を掲げ

て金額で表せるアウトプットとインプットの比として生産性 = 収益額 / 研究開発費をベ

ースにしたオルセンの式を紹介している。また、分子を収益額に変えて売上高にした売上

高 / 研究開発費をその評価指標として取り上げているものもある。 
オルセンの式は以下で表される。 
研究開発収益指標 =  (収益見積額×成功確率) / (研究開発費見積もり額) 
 
収益額の取り方、算定期間の長さや研究開発費は総額なのか、算定期間の長さはいつか

らとるのかなどの議論がある。研究開発費の見積もり額は、収益年数と同じ年数を、事業

化時点からさかのぼって算出するのが良いとの記述もある。 
しかし、研究開発の事前評価段階では、経済性の公式に入れるべき数字はほとんど不明

であり、事業化開発の前段階で用いるのが良いとしている。 
 
その中で、宮崎千里氏の考え方を引用して「研究開発の生産性を数値化する努力は必要

であるが、不確定要素の多い数値が先行することは危険である」と述べ、生産性を効率と

効果と創造性の関数であると定義して、質的生産性の重要性を定義している。 
また、企業研究会 R&D マネジメント交流会議分科会は研究開発の生産性を下記のように

定義し、計数化できない質的生産性を表現している。 
 
R&D 生産性 = (戦略策定力) × (目標設定力) × (目標達成力) ×  (成果活用力) 
      <良いテーマの指針>  <目標絞込み>    <効率的な実現>    <事業化力>    
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また、先に述べたコーポレート・テクノストック・モデルを知識生産性(研究開発生産性)
の観点から書き換えた図を図 2.6 に示す(経済生産性本部生産性研究所(1997))。図によれば、

生産性の概念を知的生産性活動(言い換えると研究開発活動)と事業生産性活動の 2つの側面

から規定している。このモデルでは、生産性を知的生産性(研究開発生産性)と事業生産性の

積で定義しており、これは、イノベーション成果が「研究開発」と「事業開発」の各々の

成果から構成されることを意味している。研究開発生産性は、研究開発の成果としての特

許を研究開発費で割ったもの、事業開発生産性は利益を特許で割ったものであり、開発投

資が研究開発活動を経て研究成果と事業成果につながるというモデルになっている。さら

に、技術蓄積が源泉となり、事業成果が生み出されるということも示している。 
以上の知見からイノベーションの成果は知的生産性と事業生産性から構成されること、

これら研究開発成果の源泉としてテクノストックなる科学・技術知識累積量があることな

どが示唆された。 
 
    知識生産性 =  営業利益額 / 研究開発費  
          =  研究開発生産性×事業開発生産性 
          =  (特許出願数 / 研究開発費)×(営業利益額 / 特許出願数) 
 

図 2.6 企業のR&D生産性(知的生産性と事業生産性の分離)
社会経済生産性本部(1997)

テクノストック
(科学・技術

知識蓄積量)(Ts)
-----------------------

知的財産権
(暗黙知・ノウハウ)

R&D
活動

知的財産事業
貢献利益(Ir)

製品事業
貢献利益(Pr)

全事業
貢献利益(Tr)

R&D
資源投入

(Ri)

知的生産性: Kp 事業生産性: Bp

R&D全生産性 = 全事業貢献利益(Tr)／R&D投資額(Ri)
= 知的生産性(Kp)×事業生産性(Pr)
= 知的生産性(Kp)×{製品事業生産性(Pp)+知的財産事業生産性(Ip)}

ここに、 Kp = Ts/Ri,  Bp = Tr/Ts = (Pr+Ip) / Ts, Pp = Pr / Ts, Ip=Ir / Ts

 
 
さらに、(財)社会経済生産性本部生産性研究所(1997)の報告書に研究開発成果を測る評価

指標として表 2.2 に示す成果評価式が整理されている。表中に記載されたこれらの式を見る

と分母のインプットは研究開発費、分子のアウトプットは収益額あるいは売上高、回収額

で示されているものが多い。さらに、分子に研究開発の成功率を乗じて事業化される確率

を含めたものもある。 
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2.4.2 研究開発の評価基準・評価手法 
研究開発のアウトカム・インパクトの評価方法として種々の取組みがなされている。 
平澤ら(2005)は、企業経営における研究開発成果を、経営学および会計学の観点から分析

する手法として ABC(Activity-Based Costing)、バランススコアカード(BSC)、知的資本、総合

経営力指標、PRISM(多角的企業評価システム)および知的資産経営報告の内容をまとめてい

る。 
この中で研究開発の効率性を測る評価指標そのものについての記述はあるが、イノベー

ションの開発効率に及ぼす影響因子に言及した研究例は少ない。 
椙山(2005)はイノベーションの開発効率に及ぼす影響因子に言及している少ない一例で

ある。コーポレートな研究開発における技術的成果に及ぼす影響因子として「重量級のプ

ロジェクトリーダーの存在」、「事業部知識の反映」および「技術的不確実」を選択してお

り、これら影響因子の影響度を統計的に関係づけることを試みている。コア技術そのもの

ではなく研究開発を取り巻く環境としての技術的な不確実性、研究開発に対する事業部の

コンセンサス、さらに、人に関するプロジェクトリーダーの存在を考慮している点が特徴

的である。 
具体的には研究開発プロジェクトを単位としてアンケート調査を実施し、データの重回

帰分析による規定因子の実証研究を行っている。その結果、重量級のプロジェクトリーダ

ーの存在と事業部知識の反映が開発プロジェクトの技術的成果の向上に寄与していること、

および技術的不確実性がモデレータ要因となっていることを明らかにしている。ただし、

独立変数や、従属変数としての技術的成果が 5 点リッカート尺度による質問票をもとにし

方法 評価式

①Olsen法

②Pacifico法

③Teal法

④Return on
Research Index法

⑤O’meara法

⑥Hertz法

⑦Sobelman法

方法 評価式

①Olsen法

②Pacifico法

③Teal法

④Return on
Research Index法

⑤O’meara法

⑥Hertz法

⑦Sobelman法

表2.2 研究開発成果の経済理論的手法

研究開発費総計

製品寿命年販売量販売原価販売価格技術的成功確率商業的成功確率

プロジェクト指標
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(出所) アーバンプロデュース「研究開発マネジメント1993年12月」
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たデータであり、独立変数と従属変数の間の関係を評価するにはやや客観性に乏しい。従

属変数としての技術的成果は以下(a)～(e)の 5 項目をあげている。 
   (a) プロジェクトの技術的成果に対する学会や研究者間の評価は高い。 

(b) プロジェクトの成果に満足している。 
 (c) プロジェクトは当初の目的を達成した。 

   (d) プロジェクトの技術的成果により当該技術では競合他社と比較して優位にたった。 
   (e) 当該プロジェクトの次に、これまで取り組んできた研究テーマの延長線上のプロジ

ェクトが発足した。 
 
2.4.3 イノベーションの測定や技術監査の実態 

(1)国家レベルでのマクロな取組み 
文部科学省 科学技術政策研究所(2007)による調査報告書に以下のようなイノベーション

の測定に関する詳細な報告がある。 
国家レベルでの国力増強のためのイノベーション創出の政策が各国で打ち出されている。

例えば米国におけるパルミサーノレポート、日本の「イノベーション 25」および欧州にお

ける Creating an Innovative Europe などマクロな国家レベルでのイノベーション指針が示さ

れている。イノベーション施策の背景にはイノベーションをより深く理解することで一層

の競争力強化を行わねばならないという国家レベルでの要請がある。 
イノベーションのダイナミズムをより定量的に捉えるには、社会科学や情報学を結集し

た学際的な取り組みが必要としている。このために、政策がイノベーションに与える効果

を測定、評価する手法や指標を開発し、エビデンスに基づいた政策の構築や評価に活かそ

うという動きがある。 
図 2.7 に示されるようにこれらを進めていく上での課題として、企業に係わるミクロな対

応として 
(ア) 企業のイノベーション活動と科学技術や知識との結びつきの明確化 
(イ) イノベーションプロセスに即したミクロな指標体系の構築 

が掲げられている 
 
具体的には前者に関しては基礎・応用研究から製品化に至る組織を超えた知の結集と連

鎖について解明の必要性や各種特許関連指標を用いて企業の知的資本を計測する手法の可

能性が示唆されている。 
後者に関しては、特許における論文の引用分析による科学研究の技術への波及の定量化、

これと研究資金データの組み合わせによる科学技術政策・科学研究・技術開発の連関の定

量的把握の可能性検討、分散したイノベーション関連データの企業（ミクロ/サブミクロ）

レベルでの接続・集約および時系列データ化の必要性が指摘されている。 
 



 15

 

    図 2.7 イノベーションの測定に向けた調査研究課題 文部科学省(2007) 
 
(2)企業レベルでのミクロな取り組み 
 Zook (2007) の『コア事業進化論』、Davila et al.(2007)の『イノベーションマネジメント』

さらには Boer (1999) の『技術価値評価 R&D が生み出す経済的価値を予測する』などに記

述されているように企業の活動をより定量的な評価指標で計測し、その活動プロセスを定

量的にチェックし、プロジェクトや企業活動の診断に使おうという動きがある。しかし、

その定量的な測定方法の効果について言及しているものはなく、イノベーションの測定が

どう企業活動に活用されているかもよく分からない。しかし、企業レベルでのミクロな評

価に対する試みについて現状を整理することは非常に有益である。 
まず、コンサルティング会社における研究開発評価に対する動きや見解についてレビュ

ーした結果について述べる。 
Boston Consulting Group の記事「イノベーションの生産性」(2004)の中でデータに基づい

たイノベーションの必要性について述べている。イノベーションプロセスの診断における

着眼点は「自社のアイデア創出におけるメカニズムの中で強さと弱みは何か」「インプット

とアウトプットはなにか」を明確にしたデータベースの構築が必要であるとしている。過

去のイノベーションプロジェクトを対象とした表 2.3 に示すプロジェクト評価データを収

集してプロセスを評価すべきであるとしている。 
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プロジェクト評価指標 イノベーション主導の

成長加速のための要件

評価プロセス

①アイデアの発信元

(外部、マーケティング部

門、研究開発部門など)
②資金、人員両面での

投資予算と実績

③プロジェクト終了日また

は発売までの時間

④販売増加額

貢献利益

⑤収益に及ぼす影響

⑥プロジェクトへの投資配分

①意思決定プロセスを明記したマ

イルストーン管理と、GO、NO 
GOの判断基準の明確化

②プロジェクトと資源配分の優先

順位の明確化

③複数年にわたる継続的な新商

品発売支援

④プロジェクト目標やイノベーショ

ンを促進するためのインセン

ティブ制度の設定

⑤外部との連携模索

<1st step>
データに基づく診断・分析によるイノベー
ションのターゲットの明確化

<2nd step>
成功率向上のための監視機構の設置

監視委員会 公平な審査と調停

プロジェクト評価・選別基準(表2.4)

<3rd step>
監視委員会とプロジェクト評価・選別基準

によるプロジェクトポートフォリオの監査

プロジェクト評価指標 イノベーション主導の

成長加速のための要件

評価プロセス

①アイデアの発信元

(外部、マーケティング部

門、研究開発部門など)
②資金、人員両面での

投資予算と実績

③プロジェクト終了日また

は発売までの時間

④販売増加額

貢献利益

⑤収益に及ぼす影響

⑥プロジェクトへの投資配分

①意思決定プロセスを明記したマ

イルストーン管理と、GO、NO 
GOの判断基準の明確化

②プロジェクトと資源配分の優先

順位の明確化

③複数年にわたる継続的な新商

品発売支援

④プロジェクト目標やイノベーショ

ンを促進するためのインセン

ティブ制度の設定

⑤外部との連携模索

<1st step>
データに基づく診断・分析によるイノベー
ションのターゲットの明確化

<2nd step>
成功率向上のための監視機構の設置

監視委員会 公平な審査と調停

プロジェクト評価・選別基準(表2.4)

<3rd step>
監視委員会とプロジェクト評価・選別基準

によるプロジェクトポートフォリオの監査

表2.3 イノベーション生産性効率化のための手段

本表は、The Boston Consulting Groupの記事「イノベーションの生産性」
の内容を筆者が再整理したものである  

 
さらにイノベーション主導の成長加速のための要件として 

①意思決定プロセスを明記したマイルストーン管理と、GO、NO GO の判断基準の明確化 
②プロジェクトと資源配分の優先順位の明確化 
③複数年にわたる継続的な新商品発売支援 
④プロジェクト目標やイノベーションを促進するためのインセンティブ制度の設定 
⑤外部との連携模索 
を掲げている。 

 

リターン

表2.4   NPV 最大化に向けた評価基準

新商品開発の生産性向上のためには、厳格な評価基準による選別のしくみが必要

本表は、The Boston Consulting Groupの記事「イノベーションの生産性」
の内容を筆者が再整理したものである

投資 オプション

バリュー

・新しい業界や

市場への参入

・対競合戦略

NPV
(正味現在価値)

・基本シナリオ

・楽観シナリオ

・悲観シナリオ

・国、地域別

・IRR
(内部収益率)

先行投資

・開発費、

金型費、

設備投資

・新製品

発売費用

投資コスト

・他の社内プ

ロジェクトへ

の影響

・M&A計画へ

の影響

・カニバリゼー
ションのリスク

対象市
場規模

・市場全体

の規模

・ターゲット

顧客層

の規模

・地理的

範囲

シェア

予測

・発売時の
ポジションと

ブランド力

・商品力

・既存市場

の買い替

え需要

・リピート

購買率

・競合商品と

の差別化

・販売流通

のカバレッジ

×

＋－ ＝

＋
市場

構造

・実現価格

水準

・商品構成

価格構成

セグメント

構成

・流通マー

ジン

・原価

・マーケティ

ング・サ

ポート

・販管費

×
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また、評価プロセスとしては 1st step としてデータに基づく診断・分析によるイノベーシ

ョンのターゲットの明確化、2nd step として成功率向上のための監視機構の設置、具体的に

は監視委員会による公平な審査と調停機能や表 2.4 に示されるようなプロジェクト評価・選

別基準の制定などをあげている。最後に 3rd step としては監視委員会とプロジェクト評価・

選別基準によるプロジェクトポートフォリオの監査をあげている。 
表 2.4 に掲げたプロジェクトの評価・選別基準を適用した監視委員会による監査は、トッ

プマネジメントの視点で中央集権的に定期的に行われなければならない。さらに、評価・

選別基準は包括的で、かつ規律と公平さを要求されるとしている。 
さらに、監査法人トーマツでは研究開発投資を有効に活用し、最大の利益を回収するた

めの研究開発ポートフォリオによる評価支援をビジネスとしている。プロジェクトの実施、

評価の段階において、プロジェクトの研究開発費の目標と実績額の比較による採算性の分

析や進捗管理に関するアドバイスを行っている。研究開発の評価を研究開発の個別評価→

総合評価→意思決定のプロセスで行うとしており、システムの導入により、①共通尺度を

使用することによる全社的な経営資源の配分を行うことが可能、②評価結果そのものの妥

当性と研究開発効率の向上、さらに無形資産の共有による生産性の向上、③テーマの評価

プロセスを公平・公正に、かつ可視化することにより研究開発者の意識変革と評価プロセ

スを通じて事業化検討や知財獲得の重要性を認識するなどの導入効果があるとしている。 
次に実際における企業で、研究開発評価がどのように企業活動の中で展開されているか

の調査研究が榊原ら(2002)によって行われている。報告書では、国のプロジェクトの評価に

対する提言として、民間企業のプロジェクトにおける中間評価での中断、見直しなどのプ

ロジェクト運営に焦点を絞り、これらに学び、導入すると言った観点からの記述となって

いる。以下にその内容を紹介する。 
 榊原(2002)らによる報告書に産業界における研究開発評価の実践例が紹介されている。 
その中でプロジェクトの構造と、実践例としての旭化成と 3M 社の事例が説明されていた

ので、これを以下に要約する。 
まず、プロジェクトの管理手法として以下の TVR（Tunnel Vision Research）、PPP（Phased 

Project Planning）、さらに SGP(Stage-Gate Process)が紹介されている。これらの手法はこの順

に時系列的に発展してきたものである。 
 

(ⅰ) TVR（Tunnel Vision Research） 
高度に焦点を絞った特定目的を設定し、そのターゲットに向かって猪突猛進するプロ

ジェクトの進め方であり、構造は単一である。 
 
(ⅱ) PPP（Phased Project Planning） 
研究開発のプロセスをいくつかの段階に切り離し、各段階の内部では高度な専門分化 

が進展している。NASA の開発に適用されたことで有名である。 
 
(ⅲ) SGP(Stage-Gate Process) 
研究開発におけるシステム的、プロセス的なアプローチが発達し、アイデアから新製

品開発までのプロセスを様々なステージにおいてゲートを設けて評価する方法である。 
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 図 2.8 に旭化成のステージゲートモデルを示すが、旭化成の研究所所長へのインタビュー

をもとに作成されたものである。ステージゲート法は Cooper(1990)によって提唱されたプロ

ジェクト管理法であり、各ステージにゲートがあり、評価基準に基づいて次のステージに

進むかどうかの意思決定がなされる仕組みになっている。 

 

      図 2.8 ステージゲート法の意思決定フロー 
          旭化成研究所所長へのインタビューに基づき榊原ら(2002)が作成  
 

3M 社の技術監査は 40 年の実績がある。主な目的は､研究開発テーマやプロジェクトの成

功確率を高めるため評価と助言を与えることである。社内人間による評価を行っており、

技術監査事務局があり、評価者メンバーを選定している。事後評価を実施しており、この

評価結果で評価者の評価も実施されており、評価人材の育成も必要であるとしている。 
 また、松下電器の研究開発評価は以下の要領で行われている。目的はテーマ目標の戦略

化と生産性向上にある｡ 
特徴は、①評価(技術アセスメント)の専任者(約 10 名)を中心に、必要に応じて専門家も招

聘することで、松下グループ全体の技術アセスメントを遂行 ②評価の専任者は豊富なヒ

ューマンネットワークを保有しており、より正確な判断が可能 ③技術アセスメントの結

果は経営トップにレポートとして提出され、トップの意思決定の基礎情報として使用され

ていることである。 
 

 報告書の中で、榊原(2002)は評価に対して非常に興味深い以下のコメントをしている。 
(ⅰ) どんな状況にも適合する、オールマイティで完璧な評価というものはない。 
(ⅱ) 評価のバリエーションを増やし、試行錯誤を通じて、評価のためのノウハウと人 

を関係機関が蓄積してゆくべきである。 
(ⅲ) 評価は、人々を勇気づけるものでなければならない。 
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以上の先行研究の調査結果まとめると以下のようなことが示唆された。 
イノベーションプロセスは Klein の連鎖モデルにあるように研究開発と事業開発は、知識

を媒体としながら並行して行われるものであること、テクノストックモデルから分かるよ

うに、技術蓄積によるポテンシャルの向上というタイムラグを経て成果が創造されていく

こと、また、コア技術戦略をもって他社との間に競争優位性を築くことができるという認

識のもとで、どのような手段でコア技術を組織能力として維持・強化するか考えること、

その一つとして、どのように個人の技術を組織の技術として転換し、定着できるかのプロ

セスを知ることの重要性が理解された。 
さらに、競争優位の源泉は企業内部における組織能力と企業の外部環境とのポジション

の相互関係のバランスで生み出されるという知見から、イノベーションの成果も同様に組

織能力と外部からの要因とのバランスから生み出されるであろうことが示唆された。 
成果については、テクノストックモデルから類推されるように、研究開発の効率性を測

定する際のアウトプットとしてのイノベーション成果は論文、知的財産権などの公知とし

ての技術成果と利益もしくは売上高という事業成果の二つの評価指標で測定できることが

分かった。また、インプットとしては研究開発投資額が一般的であることが分かった。つ

まり、研究開発の効率という概念は、アウトプットである技術成果あるいは事業成果をイ

ンプットである研究開発投資額で除したものと考えられる。また、イノベーションの効率

向上への取り組みの必要性が、企業レベルあるいは国レベルで認識され、具体的な施策や

マネジメントとして浸透、展開しつつあることも分かった。 
しかし、研究開発成果をこれらの研究開発の効率の概念を持って測定するなどの試みは

数多くなされているものの、その評価指標で表された数字の背後にある規定因子が何であ

るか、さらには、その成果に及ぼす規定因子の有意の程度を論じた知見は少ない。この事

からも、研究開発の投資などのインプットがどのような因子の影響を受けて技術成果や売

上高などの事業成果として生み出されているのかを分析することが非常に重要であるとの

認識を得た。 
以上の先行研究調査から成果指標と成果を規定する因子として以下に掲げるものが候補

としてあげられることが示唆された。 
①成果指標に関して 
イノベーションプロセスを考慮して成果指標は技術成果と事業成果に分離する。 
イノベーションの効率を考える場合にはインプットとして研究開発投資額をとるのが

一般的である。 
②個人、組織における技術および社会的な組織能力に関する規定因子に関して 

個人や組織の技術蓄積度やコア技術レベルが成果に影響を及ぼす。 
人に係わる影響因子も成果に及ぼすが、これらは多様であり測定することが難しい。 
それに比べて、技術に係わる規定因子の方が特定しやすくかつ定量的に評価しやすい。 
外部環境との関係性については研究開発が目指すターゲット市場やコア技術のポジシ

ョニングや研究開発環境が成果に影響を及ぼす。 
③技術評価・監査のための仕組み 
他社と比較する場合には規定因子として採用すべきであると考えられるが本実証研究

においては規定因子とはならない。 
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第 3 章 研究の目的と方法 
従来の先行研究では、イノベーションの開発効率をどのような評価指標で測るかに重き

が置かれており、イノベーションの開発効率に影響を及ぼす規定因子が何で、それがどの

ように成果に影響を及ぼしているかを論じている知見は少ない。すなわち、イノベーショ

ンのプロセス評価を行うためのアウトプットに影響を及ぼす規定因子の妥当性について定

量的なデータ解析に基づく実証研究がなされていないこと、そのため規定因子の操作によ

る開発効率向上の効果が確認されていない、もし効果があって確認されていたとしても一

企業の中で成果が閉じられているなどの理由で、イノベーション活動を評価する手法が一

般化・体系化してこなかったと考えられる。 
以上の背景や問題意識および先行研究調査の結果を踏まえてイノベーション活動を測定

し評価する手法を提示するために、特定のプロジェクトを対象とした個人や組織のコア技

術能力がイノベーション成果に及ぼす影響についての実証を試みる。  
 
本研究ではイノベーション活動を評価する手法の一般化・体系化の第一歩として、規定

因子の探索と、実証分析を用いて規定因子の絞り込みを実施する。 
組織能力としての個人の技術ポテンシャル、組織のコア・コンピタンスなどを指標とし

て、できる限り定量的に測定できる独立変数を抽出し、これら独立変数と従属変数である

イノベーションの開発成果との間の有意な関係を実証することを目的とする。 
 
以下の手順で研究を進めていくことにする。 
最初に、イノベーションがどういうプロセスで成果を生み出しているのか、そのフレー

ムワークをモデル化する。 
二番目にイノベーション成果に影響を及ぼす規定因子を抽出する。規定因子と成果の間

における仮説を立てる。 
三番目にイノベーション活動における成果とその規定因子の関係を調べるためのデータ

の収集を行う。データ収集後に、OLS や Tobit の推定による仮説の検証を統計的に行う。 
最後に、仮説と実証結果を比較し、考察するとともにインプリケーションとして実証さ

れた成果と規定因子の関係性を踏まえてイノベーションプロセスの評価案や研究開発成果

をコントロールする方法論を提示する。 
 
具体的な実証対象としては、イノベーション活動の開発効率の向上のために何をなすべ

きかという観点から、できる限り定量的な実証とするため電機業界における一企業のコー

ポレート研究所のプロジェクト活動に焦点を絞った。研究対象を特定のプロジェクトとす

ることで、イノベーションのインプットとしての研究開発投資と、アウトプットとしての

利益もしくは売上高や成果に影響を及ぼす影響因子に対する定量的な情報を得やすいと考

えている。 
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第 4 章 個人や組織のコア技術能力がイノベーション成果に及ぼす影響 
4.1 モデルの構築 
第 2 章の先行研究調査からイノベーションの成果は、研究活動と事業生産活動が相互に

関係しながら並行プロセスにて実行され創出されるということ、それら活動には個人の技

術を組織の知識へと創造・転換されるプロセスが介在しており、技術蓄積や技術の陳腐化

というタイムラグも考慮すべきであること、また、開発成果の源泉は、競争優位源泉と同

様にリソースベースビューとポジショニングという 2 つの概念と関係付けて説明できると

いうことが知見として得られた。 
特に、成果の評価指標として、論文、知的財産権などの数を技術成果、利益もしくは売

上高などを事業成果として採用できることが分かった。 
また、成果に及ぼす規定因子としては、個人のコンピテンシーや組織におけるリーダー

シップなどのように人に係わる特定しにくく、客観的にも測定しにくい因子は採用せず、

成果との因果関係を定量的に規定できる研究開発における個人や組織の技術能力に係わる

規定因子を分析対象とすることにした。 
つまり、コア技術を核とした戦略のもとに、個人や組織の技術能力やコア技術のポジシ

ョニングおよび研究開発環境と開発成果との関連性を明らかにすることを本論文における

分析の枠組みとする。 
図 4.1 に分析の枠組みを示す。個人や組織のコア技術能力やコア技術のポジショニングお

よび研究開発を取り巻く環境がイノベーションの開発成果に直結していく過程を示す。図

中の一点鎖線の中は、ある特定のプロジェクトのイノベーション開発と事業化開発の過程

を示し、最終的にこの過程を経て開発成果が生み出される。 
(財)社会経済生産性本部(1997)の調査研究では、知識生産性の概念を研究開発活動と事業

活動の生産性という 2 つの側面から規定しているが、本モデルにおいても同様に、開発成

果を延岡( 2006)の言う価値創造と価値獲得に対応した技術成果と事業成果の二つに分割し

た。 
本モデルにて研究開発から成果が生み出される過程を俯瞰するために、イノベーション

活動の場として電機メーカーの一コーポレート研究所を選択し、複数のコア技術を核にし

たプロジェクトにおける研究開発プロセスを考える。プロジェクトでは、計画立案段階に

おいてコア技術を核にした研究開発ターゲットが設定される(本論文が対象とするプロジェ

クトの大部分がコア技術をベースにした研究開発プロジェクトである)。その際、対象とす

るプロジェクトに従事するまでの個人の過去の研究開発実績、組織としてのコア技術能力

あるいは、研究開発側や製品開発に携わる事業側における研究開発を支援する研究開発環

境と、他社とのコア技術の優位性や差別化の程度や進出する市場におけるポジショニング

などの外部環境との相互関係が事業成果に重要な影響を及ぼすと考えられる。 
プロジェクト Xi は、少なくとも開発側のコンセンサスを得て開発活動を開始する。これ

までに蓄積された個人の技術ポテンシャルと、無形資産として進化してきた組織のコア技

術は、プロジェクトを組織化した時点でイノベーションの原動力となる。さらに、組織の

コア技術は新規プロジェクトのために意図され、準備された新たな新規技術、周辺技術と

融合され、開発設備や開発資金などの有形資産とともに投入され、イノベーション活動が

実行される。イノベーション活動は Klein の連鎖モデル(1992)と同様に、各事業化開発プロ
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セスに並列的に関わりを持ちながら実行される。その結果、研究報告書、社外発表、特許

などの技術成果が形式知として創出される。これらの形式知としての成果は、事業化プロ

セスに知識として投入され、新製品が生産され、市場に投入され、利益を得て開発費が回

収されることになる。これらのアウトプットとしての利益の一部は、次なる事業活動の研

究開発費としてインプットされる。一方、開発活動を通じて形式知化された技術成果は、

一旦、蓄積されてコア技術としてプラットフォーム化されると考えている。さらにこのコ

ア技術は、一部は時間を経過しながら陳腐化されるが、残りは次期プロジェクト Xi+1 以降

に再び投入されるまでの期間において新たな組織のコア技術として転換され蓄積される。 
以上に述べたコア技術の進化をベースとしたイノベーション活動の中で、開発資源投入

とその利益回収が継続的に繰り返されることになる。 
 
 

 
 
 

 図 4.1 分析の枠組み－規定因子と開発成果の相互関係－ 
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本論文では、開発成果を生み出す規定因子として、イノベーション活動において測定可

能な評価指標として個人の技術ポテンシャルやコア技術レベル、ポジショニングおよび開

発側、事業側の開発環境の支援状況を選択した。さらに、アウトプットとしての技術成果

は、社外発表件数、社外表彰件数などを候補として選択した。さらに、事業成果としては

事業創出規模を想定した。インプットとしての研究開発資源としては研究開発費や開発リ

ードタイムを想定した。 
 

4.2 仮説の導出 
競争優位の源泉が組織能力と事業のポジショニングの相互関係から生み出されるという

ことが、先行研究のレビューから示唆されている。イノベーション活動において、組織能

力が成果を生みだす原動力であり、中でもコア技術のポテンシャルの高さが強く影響を与

えているというのは容易に類推できる。イノベーション活動プロセスにおける組織コア技

術は個人技術の蓄積とその組織の技術への転換の結果であるといえる。 
つまり、今対象としている特定のプロジェクトの開発に従事する以前の過去の研究実績

が技術成果や事業成果の開発成果に結びつくであろうということは容易に類推できる。し

たがって、社外発表実績や保有特許実績は、技術レベルを反映できる規定因子と考えられ

る。 
また、Kats & Allen(1982)は、プロジェクトに属するメンバーの平均在籍期間が長くなると、

プロジェクト外部とのコミュニケーションの回数は減少していき、最終的にはそのプロジ

ェクトの成果も低下していくという傾向を NIH シンドローム(Not Invented Here syndrome)と
名づけている。原田(1999)はあるプロジェクトに長く携わると、内部インターラクション効

率の向上と、その反面、内部で確立されたルーチンに対する撹乱要因、管理的業務の増加

によりコミュニケーションの回数が減少していくためと理由づけている。 
以上の議論から次の仮説を提示する。 

【仮説 1】個人の技術ポテンシャルが大きいほど開発成果が大きい。 
 仮説 1-1 社外発表実績が大きいほど開発成果は大きい。 
 仮説 1-2 保有特許実績が大きいほど開発成果は大きい。 
 仮説 1-3 在職期間が長いほど開発成果は小さい。 
 
コーポレートな研究所に所属する研究者は、いつも特定の事業分野の研究開発に従事し

ているとは限らない。通常は、多岐にわたる事業分野プロジェクトや研究課題に従事して

いることの方が一般的である。しかし、コア技術戦略を意図している企業、組織から見れ

ば強化、進化を目指している技術分野としての技術力は蓄積されていくと言え、さらに個

人の技術力が普遍化・集約化され、組織のコア技術力として転換されて、組織能力の一つ

として蓄積・強化されていくと考えてよい。   
知の創造については、野中(1996)は、SECI モデルにおける共同化→表出化→連結化→内

面化という知の移転プロセスをたどりながら最初の共同化へ戻るという暗黙知と形式知の

スパイラルの中で、知は産みだされ高まっていくとしている。本論文で言う「個人の技術

ポテンシャル」と「組織能力としてのコア技術」の関係は、野中(1996)の SECI モデルの共

同化→表出化のプロセスの過程であると考えられ、「個人の技術ポテンシャル」が「組織能
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力としてのコア技術」として蓄積・転換されるだろう。 
また、原田(1999)は、個人能力がいかに組織能力へ関係付けられるかという点に関して「知

識転換機能」という概念で説明している。つまり、ゲートキーパーの情報収集能力、トラ

ンスフォーマーによる情報伝達能力を介して組織特有の知識への転換がなされた結果、新

たな知識が生み出されるとしている。 
さらに、延岡(2006)が述べているようにイノベーション活動においては、コア技術を核と

して、他社差別化度の高い製品を生み出し続けることがコア技術戦略として競争優位性を

保持できるとし、シャープの液晶におけるコア技術戦略を具体的事例として掲げている。   
このように組織としてのコア技術が開発成果に好影響を及ぼすであろうことは容易に類

推できる。また、Porter(1980)が述べているように業界内において利益水準が平均利潤より

高くなるところに自社をポジショニングして、5 つの競争要因を弱めることで競争優位を築

くという事業戦略と同様に、イノベーション活動においても、自らのコア技術の特性を考

えて、より利益を享受できる市場に戦略的にポジショニングすることも開発成果に好影響

を及ぼすと考えてよい。つまり、既に競争力のあるコア技術が存在し、事業として価値獲

得がなされているセグメントにおいては、コア技術から遠い技術を育成してハンドリング

するより、既に保有しているコア技術に近い事業を行う方が事業成果を得やすいと考えら

れる。したがって、プロジェクトが指向する事業の型が既存事業拡大型であるほうが、新

規参入する際の市場障壁もなく事業成果を得やすいと考えられる。 
 ゆえに、以下の仮説が導出される。 
 
【仮説 2】組織のコア・コンピタンスが開発成果に影響を及ぼす。 

仮説 2-1 コア技術レベルが高い(他者差別化の程度が大きい)ほど技術成果は大きい。 
仮説 2-2 コア技術からの近さ(事業のポジショニング)の程度が大きいほど事業成果 

が大きい。 
 仮説 2-3  プロジェクトが指向する事業の型が既存事業拡大型であるほうが事業成果 
      が大きい。 
 
コーポレートな研究所におけるイノベーション活動のテーマの設定や研究開発の開始に

あたっては、事業テーマとしての事業場所との技術ロードマップの共有などのコンセンサ

スを得るなど事業前の計画段階からの事業側(工場)の理解が不可欠と考えられる。しかし、

それ以前に、少なくとも開発側において、成果がでるかどうかの不確実な基礎研究に対す

る実験環境の整備や予算確保や開発に対するコンセンサスなどの環境整備や支援が必須で

あることは言うまでもない。 
武石ら(2008)が述べている「資源動因の正当化」の強弱が開発成果に影響を及ぼすことが

予想される。これらの事業側と開発側の協力や支援体制の有無が、開発リードタイムの短

縮、開発側と事業側の間の技術トランスファーを促進し、研究開発や事業開発の開発効率

の向上を可能にするものと推測される。 
 よって、以下の仮説を提案する。 
 
【仮説 3】研究開発環境に対するコンセンサスや支援が開発成果に好影響を及ぼす。 
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第 5 章 
5.1 モデルおよびデータ 
 4.1 節で述べたイノベーションの研究開発、事業化開発のプロセスモデルに沿って個人の

技術ポテンシャルや組織のコア技術ポテンシャルなどの変数が開発成果に影響を及ぼす程

度を測定する。以下の重回帰式の推定を行う。 
 
     Y = C +Σ(αi Xi ) 
 
 Y は被説明変数(従属変数)であり、イノベーション活動における技術成果および事業成果

である。Xi は説明変数(独立変数)であり、開発成果に影響を及ぼすと考えられる規定因子を

選択した。C は定数項であり、2 章で述べた本モデルで評価できない、人のコンピテンシー

や組織のケイパビリティなどの人に関わる組織能力などで説明できる成果と考えられる。

以下に被説明変数(従属変数)と説明変数(独立変数)について説明する。 
  
5.2 変数 
5.2.1 被説明変数(従属変数)Y 
イノベーションの開発成果としては、技術成果と事業成果を考える。(財)社会経済生産性

本部(1997)は知識生産モデルの中で、知識生産性の概念を研究開発活動と事業活動の生産性

という 2 つの側面から規定している。本論文においても、開発成果を技術成果と事業成果

の 2 つに分けて成果と規定因子の関係を評価することにした。 
まず、技術成果としては、研究開発活動において純技術的な成果である社外発表件数や

社外論文投稿件数が考えられるが、これらの質の高さも含めて事業成果への貢献、社会貢

献、技術レベルの高さ、知的財産権への貢献およびオリジナリティなどの総合的な観点か

ら評価され、授与される社外表彰が技術成果としてふさわしいと考え、これを技術成果と

して選択した。技術成果は社外発表されないのでイノベーションプロジェクトの成果とし

て不適であるという見解もあるが以下のように解釈している。本研究の対象としているプ

ロジェクトの成果は最終製品に近い。したがって、目指そうとしている技術が他社の既出

願特許にないかを事前に調査した上での特許出願による権利化が新製品開発、製品化の不

可欠な前提となっている。権利化していないと利益を守れない、他社が模倣しても権利妨

害として訴訟できないという理由で研究活動の初期における必須の活動となっている。特

許出願後に、本研究が対象とするプロジェクトでは製品の技術誇示のために学会発表や論

文投稿などで社外にオープンにしている。一般的に特許調査⇒基本特許出願⇒新技術開発

⇒応用特許⇒製品化⇒社外発表のプロセスで技術開発、事業化(製品化)開発が進められる。 
 さらに開発効率を評価する指標とするために、アウトプットとしての社外表彰件数を除

する分母(インプット)として、研究開発資源としての研究開発費や研究開発総のべ人数およ

び要素技術の可能性検討段階から事業化開始までの開発リードタイムなどが想定されるが、

ここでは開発リードタイムを採用した。研究開発費がインプットとしてふさわしいと考え

られるが下述する理由で正確に見積もることが困難である。対象としているプロジェクト

の開発期間中のすべての開発人員の把握や、研究開発費としての材料費、設備費などの算

出が現時点で困難である。特に研究の初期段階では本来アングラ的な研究要素が強く、時
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間を遡って見積もることがさらに困難であると言える。結果として、技術成果としては研

究開発リードタイムあたりの社外表彰件数 Y2B を被説明変数(従属変数)として選択した。 
事業成果のアウトプットとしては、創出された新事業の収益の累積値を会計年数で除し

た指標が適切であると考えられる。しかし、対象とする新規プロジェクトが利益を生み出

すまでの累積利益を見積もることは難しいこともあり、創出市場規模とした。この対象と

するプロジェクトの成果物としての創出市場規模は、最終製品に近く、市場環境は各プロ

ジェクトでほぼ共通していること、市場規模のタイムラグについてもプロジェクト間で社

内の関係者によって適切に調整されている。ゆえに被説明変数(従属変数)は信頼性のある数

値となっており、説明変数(独立変数)との相関関係をより定量的に把握できると考えている。

さらに、事業成果の効率としてはこれを研究開発リードタイムで除した、研究開発リード

タイムあたりの創出市場規模 Y4B とした。 
 

Y2B : 技術成果 = 社外表彰件数 / 研究開発リードタイム 
Y4B : 事業成果 = 創出市場規模 / 研究開発リードタイム 
 

5.2.2 説明変数(独立変数)X 
イノベーションの競争優位性を規定するのは Saloner et al.(2002)が述べているように企業

内部要因である組織能力と企業が置かれている外部環境におけるポジショニングの相互作

用であること、さらに Ulrich et al.(2004)が述べているように企業価値を生み出すのは個人と

組織の能力であり、各々技術的な能力の側面と人間関係面からの側面があることが示唆さ

れている。人間関係面からみたイノベーションを生み出す原動力は、個人能力としてのリ

ーダーシップ能力、動機付け、ビジョン伝達能力、方向付けや組織能力として企業組織に

通底する組織の文化、DNA、個性があるが、いずれも定量的に評価することが難しい。し

たがって、本論文では、データとしてより定量的な情報を得ることが可能な技術的な側面

からの影響因子のみに着目した。 
本論文においては、成果創出を目的とするイノベーション活動に上述の示唆する所を加

味し、イノベーション成果に影響を及ぼすと考えられる図 5.1 に示す規定因子を選択した。 
具体的には、個人の能力としての個人の技術ポテンシャル X1～X4、組織の能力としての

コア技術のポテンシャル X5～X7 および研究開発の動機付けとなる開発側や事業側のコン

センサスや支援の程度 X8, X9 を規定因子として選択した。 
 以下に項目内容とリッカート尺度の基準値を示す。 
 
個人の技術ポテンシャル(X1～X4) 

X1：学位の有無(2 段階リッカート尺度： 有り 2, 無し 1) 
X2：在職研究期間(年) 
X3：社外発表実績(件) 
X4：保有特許件数(件) 
   X1～X4 はプロジェクト研究員 1 人あたりの平均値とした。 
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コア技術ポテンシャル(X5～X7) 
X5：コア技術からの近さ(5 段階リッカート尺度*) 

* 1 (遠い), 1.5, 2, 2.5, 3(近い) の 0.5 刻みの 5 段階評価とした 
X6：コア技術レベル  (2 段階リッカート尺度)   1 (良), 2 (卓越) 
X7：プロジェクトの型(2 段階リッカート尺度)  新事業創出型 1、既存事業拡大型 2 

 
開発環境(X8, X9) 

X8：事業部からの支援の強さ(3 段階リッカート尺度) 0.5 (不十分), 1 (普通), 2 (強力) 
X9：開発側の環境整備(3 段階リッカート尺度)        0.5 (不十分), 1 (普通), 2 (強力) 
 
 
 

Individual Organizational
Technical ①技術ポテンシャル

X1～X4
③組織のコア技術力

X5～X9
Social ②リーダーシップ力 ④ ケイパビリティ

 
 
                    赤枠内が本論文の対象とする成果規定因子 
 

 
 
            図 5.1 イノベーション成果の規定因子 
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さらに回帰分析の方法は以下のように考えた。 
プロジェクトによるイノベーション活動をおこなっても事業成果はゼロもしくは負とな

る場合があるが、本研究のデータは正の有理数をとる。技術成果は理論的にも、実際にお

いても正またはゼロとなる。このように被説明変数(従属変数)が非負の有理数しかとらない

場合、OLS は biased estimates, inconsistent estimates になり、Tobit による推定が統計的に正し

い回帰分析となる。そこで、本論文では、OLS による回帰分析とともに Tobit Model による

推定も試みた。 
 
5.3 データ 
表 5.1 には電機メーカーのコーポレート研究所で 1969 年以降にイノベーション開発活動

が行われた 26 のプロジェクトを評価するための元データを記載している。 
個人の技術ポテンシャルを測定するために、26 のプロジェクトに従事した研究員 103 名

を特定し、入社から対象とするプロジェクトが開始されるまでの規定因子 X1～X4 に関する

個人実績を調査した。表中には、各プロジェクトに従事した研究員の各項目 X1～X4 の総和

を研究員数で除したプロジェクトの平均値を記載した。このように個人の技術ポテンシャ

ルに関する過去に蓄積された保有技術力を、定量的な評価指標で測定しているため成果と

影響因子の関係を精度良く評価できると考えている。 
次に組織のコア・コンピタンスに関して, コア技術からの近さ X5 は、近さによって 1～3

までの 0.5 刻みの 5 段階、コア技術レベル X6 は 2 段階、プロジェクトの型 X7 は事業拡大

型か新事業創出型かの 2 段階、場所からの支援の程度 X8 および開発側のマネジメント・環

境整備の程度 X9 は 2、1、0.5 の 3 段階のリッカート尺度での評価とした。これらの組織の

コア・コンピタンスに関わるコア技術のポジショニング X5 やコア技術レベル X6、プロジ

ェクトの型 X7、場所からの支援の程度 X8 さらに開発側のマネジメント・環境整備の程度

X9 の評価は、プロジェクト当事者の判断ではなく、プロジェクトに参画していない当事者

以外の上級管理者、戦略企画担当者の第 3 者の判断とした。 
技術成果は、該当プロジェクトの収益性だけでなく、社会的貢献度や技術のオリジナリ

ティや卓越性の評価結果として授与される社外表彰を選択した。社外表彰件数は公開され

た出版物を元に集計した。社外表彰の授与の無いプロジェクトの表彰総件数は 0.1 とインプ

ットした。技術成果の評価指標は、社外表彰総件数をプロジェクトのコア技術の可能性検

討開始から事業化にいたるまでの研究開発リードタイムで除した研究開発リードタイム 1
年あたりの社外表彰件数 Y2B とした。さらに、事業成果の評価指標は、事業創出規模を研

究開発リードタイムで除した研究開発リードタイム 1年あたりの事業創出規模Y4Bとした。

このように、本研究における被説明変数である開発成果としては、これら定量的な評価指

標を採用しているため規定因子(独立変数)と開発成果(従属変数)間の実証分析結果の有効性

に寄与するものと考えられる。 
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            表 5.1 研究開発効率の評価データ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術成果 事業成果

PROJECT

No

X1

学位の
有無

   有: 2
   無: 1

X2

在職期間
研究期間

X3

社外
発表(実績)

寄稿
論文
講演

X4

保有特許

X5

コア技術からの
距離

コア技術に近い ：3
中間(コア技術+新コ

ンセプト：2
新規開拓コア技術

(遠い) ：1

 X6

コア技術
のレベル
卓越: 2
良:1

 X7

事業拡大拡大 : 2
新事業創出    : 1

X8

場所からの支援・
マネジメント

強力: 2
普通: 1

不十分: 0.5

X9

開発側の
マネジメント

強力: 2
普通: 1

不十分: 0.5

Y2B

リードタイム1年
当たりの社外
表彰件数

Y4B

リードタイム1年
当たりの事業
創出規模

1 1.5 6.5 7.0 17.5 3 2 2 2 1 0.750 37.50
2 1.0 10.5 13.5 13.0 3 2 2 1 1 0.571 42.86
3 1.4 6.4 15.9 4.4 3 2 1 1 1 1.000 10.00
4 1.3 7.0 21.0 11.0 3 1 2 2 1 0.100 10.00
5 1.7 14.3 13.7 3.0 2.5 2 1 1 1 0.118 1.18
6 2.0 18.4 37.7 6.9 2.5 2 1 2 1 0.138 3.45
7 1.7 5.2 3.0 17.5 1.5 2 1 2 1 0.750 3.75
8 1.3 8.6 22.9 16.1 2 2 1 2 1 0.500 1.00
9 1.3 5.0 14.3 1.0 1 1 1 1 2 0.025 2.50

10 1.0 14.0 10.5 18.0 2 2 2 1 1 0.013 3.75
11 1.0 7.0 5.0 1.5 2.25 2 2 1 1 1.000 30.00
12 1.5 10.0 21.5 6.0 2 1 1 1 1 0.008 0.04
13 1.5 21.2 28.7 35.0 2.5 2 1 1 1 0.333 8.33
14 2.0 17.0 44.3 24.0 2 2 2 2 1 0.667 3.33
15 1.3 2.7 7.0 2.0 2 1 1 1 1 0.667 10.00
16 1.3 17.8 17.0 16.5 2 2 1 1 1 0.125 1.25
19 1.2 3.3 9.0 5.2 2 2 1 1 1 0.571 4.29
20 1.2 11.6 33.5 5.5 1.5 2 1 1 2 2.167 1.67
21 1.3 13.7 20.3 24.0 2 1 1 1 2 0.500 5.00
22 1.8 8.5 5.0 13.5 2 2 2 2 1 0.010 10.00
23 0.7 12.5 5.5 12.0 2 1 2 1.5 1 0.010 10.00
24 1.3 13.4 12.6 11.2 2.5 2 1 1 2 0.200 20.00
25 1.0 9.8 4.3 4.8 2 2 2 2 1 0.250 10.00
26 1.0 20.0 53.7 14.0 2 1 1 2 1 0.050 25.00
27 1.0 6.3 0.3 0.7 2 2 2 0.5 1 0.667 3.33
28 1.3 13.7 27.3 23.3 2.5 2 1 2 1 0.667 10.00

③組織のコアコンピタンス①個人の職務能力
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第 6 章 分析結果 
6.1 記述統計結果 
本節では、コア技術の近さやプロジェクトの型(既

存事業拡大型、新事業創出型)が開発成果(開発効率)
にどのような影響をおよぼしているかについて考察

した。図中の数値は、各象限に位置する複数個のプ

ロジェクトの平均値を示す。 
図 6.1 はコア技術からの近さ X5 と、プロジェクト

の型 X7 により創出市場規模 Y6’(創出市場規模を規

格化したもの)がどのような傾向を示すかを表した

ものである。図中の円の大きさは創出市場規模の大

きさを示している。 
 図によれば、コア技術に近く、既存事業拡大型で

ある場合(第 1 象限)のプロジェクトにおいては平均

0.98、コア技術に近いが新事業分野である場合(第 4
象限)は、平均 0.41、さらに、コア技術からも離れ、

新事業創出型である場合(第 3象限)は 0.21となった。 
 つまり、コア技術に近く、既存事業拡大型のプロ

ジェクトの事業創出規模が大きいことが示された。

つまり、コア技術を核にしたポジショニングが利益

創出のために重要であることを示唆している。Meyer 
& Roberts (1986)や Markides & Williamson(1994)は、事

業や技術的に全く新しい分野に進出する戦略は成功

確率が低いことを実証している。この結果は、本研

究の結果と整合がとれている。 
 次に成果軸として開発人員 1 人あたりの創出市場

規模 Y4 をとり評価した。結果を図 6.2 に示す。図中

の円の大きさは開発人員 1 人あたりの 
創出市場規模の大きさを示している。 
同じく、第 1 象限 5.56、第 4 象限 1.34 および 

第 3 象限 1.11 の順に開発効率が低下していくこ 
とがわかった。コア技術から遠いあるいは、事 
業セグメントが現行市場と異なる場合には開発 
効率が低下することを示している。 
最後に、技術成果 Y1(社外発表件数をのべ開 

発人員で除したもの)に対する事業成果 Y4(創出 
市場規模をのべ総開発人員で除したもの)の比 Y5 をコ

ア技術の近さとプロジェクトの型で分類した。その結

果を図 6.3 に示す。また、図中の円の大きさは技術成

果 Y1 に対する事業成果 Y4 の比 Y5 の大きさを示す。

図6.1　　          プロジェクト生産性     Y6'
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図6.2　　プロジェクト生産性     Y4
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図6.3　　プロジェクト生産性     Y5(=Y4/Y1)
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第 1 象限 1.27、第 4 象限 1.21 および第 3 象限 1.22 とほぼ同じ数値を示した。図を見るとコ

ア技術からの近さやプロジェクトの型によらず技術成果と事業成果の比は一定であり、開

発人員 1 人あたりの市場創出規模(事業成果)と社外発表件数(技術成果)は比例関係にある。

つまり、技術成果の開発効率と事業創出の開発効率は連動しており、技術開発の効率向上

が事業開発の効率向上につながることが分かった。 
 
6.2  OLS および Tobit 推定による回帰分析結果 
表 6.1 にイノベーション活動における開発成果の規定因子(説明変数)と回帰分析結果を示

す。表中の数字は回帰係数であり、(  )内の数字は標準誤差を示す。表中における左側の 4
つの欄は被説明変数(従属変数)が技術成果の場合であり、右の 4 つの欄は被説明変数(従属

変数)が事業成果の場合である。さらに、技術成果と事業成果の各々の欄において、OLS と

Tobit推定の回帰分析を行った場合と説明変数(独立変数)として保有特許件数X4を含む場合

と含まない場合についての結果を記載している。以上、被説明変数(従属変数)2 通り×回帰

分析手法2通り×独立変数(保有特許件数)有無2通りの合計8ケースの結果が示されている。 
これらの結果を見ると、OLS と Tobit 推定による各従属変数に対する有意の程度は、P 値 

からほぼ同じ傾向を示していることがわかった。また、Tobit 推定結果における F 値からモ

デルの有効性が十分であることが実証された。 
説明変数(独立変数)として特許保有件数 X4 を入れた場合と入れない場合の自由度調整済

み決定係数は 0.345 と 0.36 であり、X4 を入れない場合のほうがモデルとしての説明力があ

ることが分かった。また、決定係数は技術成果の場合 0.58、事業成果の場合 0.5 であり、コ

ア技術に関わる規定因子に限定したモデルにおいても半分程度の説明力があることがわか

った。 
      表 6.1 イノベーション活動における成果の規定因子要因(OLS と Tobit 推定) 

推定の方法
モデル　No.

OLS
(1)

TOBIT
(2)

OLS
(1)

TOBIT
(2)

OLS
(1)

TOBIT
(2)

OLS
(1)

TOBIT
(2)

Program No. 76 204 58 104 77 200 53 100

Y 被説明変数  記号 記号の名称 技術成果
(Y2B)

←
技術成果

(Y2B)
←

事業成果
(生産性)

(Y4B)
←

事業成果
(生産性)

(Y4B)
←

C 定数
-1.49
(1.59)

-2.84
(1.88)

-1.26
(1.64)

-2.48
(2.08)

-3.08*
(1.70)

-18.9**
(8.48)

-3.02
(1.78)

-22.2**
(9.94)

X1 学位の有無　有: 2 無: 1
-0.624
(0.604)

-0.215
(0.757)

-0.655
(0.612)

-0.298
(0.912)

-1.09
(0.647)

-6.71**
(3.16)

1.10
(0.667)

-6.18**
(2.80)

X2 在職研究期間(年)
-0.156***

(0.050)
-0.237***
(0.0652)

-0.176***
(0.0526)

-0.309***
(0.109)

-0.0301
(0.0482)

0.000623
(0.163)

-0.0349
(0.0574)

0.113
(0.196)

X3 社外発表実績(件)
     0.0601***

(0.020)
0.0806***
(0.0232)

0.0627***
(0.0204)

0.0923***
(0.0285)

0.00961
(0.0214)

0.118*
(0.0669)

0.0102
(0.0223)

0.114
(0.0703)

X4 保有特許件数(件)
0.0190

(0.0243)
0.0472

(0.0450)
0.00439
(0.0265)

-0.0846
(0.0948)

X5 コア技術からの近さ
0.0319
(0.369)

0.0649
(0.362)

0.00226
(0.375)

0.00337
(0.382)

1.19***
(0.395)

3.98***
(1.42)

1.18***
(0.408)

4.48***
(1.65)

X6 コア技術レベル(他社差別化の程度
       1.40***

(0.401)
1.641***
(0.460)

1.39***
(0.406)

1.76***
(0.520)

0.147
(0.429)

3.19*
(1.77)

0.146
(0.442)

3.52*
(1.94)

X7 プロジェクトの型
(既存事業拡大型:2/新事業創出型:1)

0.116
(0.400)

0.284
(0.396)

0.126
(0.405)

0.389
(0.445)

0.483
(0.428)

2.46
(1.53)

0.485
(0.441)

2.66*
(1.58)

X8 場所からの支援
-0.376
(0.390)

-0.446
(0.427)

-0.474
(0.414)

-0.855
(0.608)

0.312
(0.418)

1.15
(1.29)

0.289
(0.451)

1.49
(1.41)

X9 開発側の環境整備
0.732

(0.520)
1.21**
(0.566)

0.697
(0.527)

1.21**
(0.610)

0.635
(0.556)

3.26*
(1.92)

0.627
(0.575)

3.17*
(1.90)

R2 決定係数 0.565 0.581 0.501 0.502

修正R2 修正決定係数 0.36 0.345 0.267 0.222

F値 2.76** 17.9*** 2.46* 17.1*** 2.14* 11.9*** 1.79 11.5***

標本数 N = 26, * P < 0.1, **P < 0.05, ***P < 0.01

重回帰分析結果

X 説明変数

①個人の技術ポ
テンシャル
(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾒﾝﾊﾞｰ
1人あたり)

③組織の
コアコンピタンス

④組織のケイパ
ビリティ
（研究開発環
境）

重回帰分析結果 8通り　=　被説明変数成果(2通り)×説明変数X4の有無(2通り)

　　　　　　　　　　　　　　　　　×推定方法(2通り)

表中の数字は回帰係数、(     )内数字は標準誤差
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以下に独立変数の技術成果と事業成果に及ぼす影響を考察する。 
まず、個人の技術ポテンシャルが成果に及ぼす影響について考察する。社外発表の実績

X3 は技術成果に対して 1%水準で有意であることが分かった。この事は対象とするプロジ

ェクトに従事する前の技術成果の蓄積が対象とするプロジェクトの成果としてタイムラグ

を経て顕在化したものと捉えることができる。したがって、仮説 1-1 は支持された。 
 次に学位の有無 X1 は、事業成果に対して負で有意の関係にある。つまり、学位を保有し

ていることが事業成果に対して阻害要因になる事が分かった。この理由として、コア技術

の深堀りは得意であるが新規技術や周辺技術とのコア・リンケージが弱いなどの傾向があ

るのかもしれない。次に学位は専門的な技術保有能力を判断する指標と考えられるが、技

術成果に対して有意な関係があると言えなかった。ただし、負の関係を示すことから博士

号取得者は、既に学位取得しているため学位の無い研究者に比べて社外発表や論文投稿の

モチベーションが低いということが考えられる。 
個人の保有特許実績 X4 は技術成果および事業成果の両方に対して有意でなかった。つま

り、保有特許の数が必ずしも事業成果や技術成果に結びつかないと言える。ゆえに仮説 1-2
は棄却された。この結果は予想に反している。若杉ら(1995)の実証研究における“企業の規

模が大きくなると特許出願数は増加するが、新製品の数は増えない”という事実に対する理

由として、榊原(2003)が、特許出願が研究者の評価基準として用いられるために事業化につ

ながっていない可能性を示しているが、この見解と整合的である。特許出願が成果とリン

クしていないのではなく、実際の開発部門においては特許出願がノルマとして課せられて

いるため、この影響を受けてその関係性が弱められたと推測できる。ゆえに、特許出願数

をもって事業成果、技術成果を測定する取り扱いには注意すべきである。 
さらに、在職研究期間 X2 の技術成果に及ぼす影響は有意であるが負の関係にあることが

分かった。すなわち、在職研究期間が長くなると技術成果の効率が低下することを示して

いる。さらに、事業成果については有意な関係が認められなかった。よって、仮説 1-3 在
職期間が長いほど開発成果は小さいは、技術成果に対してのみ支持された。 
在職研究期間が長くなると、事業を遂行するマネジメント能力が向上するが、逆に、新

技術に対する知識獲得欲や、発表、論文執筆など技術の体系化に対して消極的になる傾向

があると考えられ、結果として社外表彰の形での技術成果を創出できなくなっていくもの

と思われる。先に述べた NIH シンドローム(Not Invented Here Syndrome)がイノベーション活

動の中で生じていることが示唆された。 
次にコア技術のレベルの高さ X6 つまり他社差別化の程度は、技術成果について 1%水準

で有意となっている。ゆえに、仮説 2-1 コア技術レベルが高い(他社差別化の程度が大きい)
ほど技術成果は大きいは支持された。 
したがって、この仮説 2-1 の支持と仮説 1-1 における個人の社外発表実績 X3 と技術成果

が有意な関係にあるということを関連付けて考えると、個人ならびに組織の技術レベルが

技術成果の創出に重要な役割を果たしていることが分かる。さらに、前節 6.1 で示されたよ

うに、技術開発の効率向上が事業開発の効率向上につながるという知見から、個人におけ

る技術蓄積はタイムラグを経て事業成果に直結していくと推察できる。 
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また、先で述べたように個人の技術がどのように組織能力へと転換されるかについて原

田(1999)は、ゲートキーパーの存在により外部情報の収集を、トランスフォーマーの存在が

それをさらに組織特有の知識へと転換し、最後に現場の問題解決者の既存の知識を活用す

る能力により、新しい知識が生まれるとしている。つまり、個人の技術蓄積がコミュニケ

ーションフローを通じて組織のコア・コンピタンスへと転換されることが示唆されている。

この示唆と本論文における仮説 1-1 と仮説 2-1 の実証から、“個人の保有技術の蓄積から事

業成果創出への連続性”を読み取ることができる。つまり、個人の技術蓄積⇒個人の技術レ

ベル向上⇒技術成果の創出⇒組織のコア技術へ知識転換⇒組織の技術レベル向上⇒事業成

果の創出の経路で個人の技術蓄積が事業成果に繋がって行くと考えられる。 
コア技術の近さ X5 は事業成果に対して 1%の水準で有意である。したがって、仮説 2-2

コア技術からの近さ(事業のポジショニング)の程度が大きいほど事業成果が大きいは支持

された。このことは、個人および組織の技術レベルの重要性とともに事業戦略におけるポ

ジショニングの重要性をも示唆している。 
また、プロジェクトの型 X7 は技術成果に対して有意でないが事業成果に対して 10%水準

で有意である。ゆえに、仮説 2-3 プロジェクトが指向する事業の型が既存事業拡大型であ

る方が事業成果が大きいは支持された。 
このようにコア技術の差別化X6とともにコア技術からの近さX5やプロジェクトの型X7

など、想定している事業に対するコア技術のポジショニングによるコア技術マネジメント

が事業成果に強く影響を及ぼすことが実証された。 
さらに、事業場所からのコンセンサスや支援の強弱 X8 は、技術成果、事業成果のいずれ

に対しても統計的に有意ではない。これは予想に反するものであるが、武石ら(2007)が述べ

ているように「資源動員の正当化」の理由が事業成果の無いままでも開発を進めようとす

る技術重視の考え方であったということを裏付けている。 
開発側の環境整備の程度 X9 については、開発側の環境整備の程度は技術成果および事業

成果の両方に対して Tobit 推定において、5%、10%水準で有意であった。 
以上の X8, X9 に関する実証結果は、研究開発の技術の可能性の検討段階では事業規模が

予測しにくいにもかかわらず、まず技術レベルの高さやポジショニングから生じた研究者

の期待感から生じた自らの動機付けが事業場所のコンセンサスよりも優先されるというこ

とを示唆している。つまり、事業場所側と開発側からコンセンサスや支援の強弱に関して、

研究開発段階では少なくとも開発側自らの開発推進のためのコンセンサスが必要条件とし

て不可欠である。しかし、事業場所からの支援は必ずしも必要でなく、事業化段階までく

れば技術の不確実性が減少し、逆に期待収益の見積もり精度(経済合理性)が増加し、事業場

所のコンセンサスが得られやすくなると考えられる。 
まとめると、開発側のコンセンサスや支援 X7 は技術成果と事業成果に対して有意である

ことから支持されるが、事業場所からのコンセンサスや支援の強弱 X8 は技術成果と事業成

果に対していずれも有意でないことが分かった。つまり、仮説 3 は技術成果に対してのみ

支持され、事業成果に対しては棄却された。以上の組織のコア・コンピタンスや研究開発

環境に対する実証結果は、技術成果や事業成果の効率向上のためには、研究初期段階にお

ける開発側自らの技術評価やポジショニングが非常に重要であることを示唆しており、自

律的なプロジェクトの評価とそれに伴う意思決定のしくみの構築の重要性が見てとれる。 
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6.3 重回帰分析結果のまとめ 
実証結果から分かるように開発成果としての技術成果と事業成果に及ぼす規定因子が違

うということが分かった。この相違点を可視化するという視点から重回帰分析の結果を整

理した。表 6.2 には規定因子と技術成果の関係、表 6.3 には規定因子と事業成果の関係を整

理した。さらに、表 6.4 には技術成果と事業成果に関する規定因子の関係をまとめて記載し

た。 
技術成果は、社外発表実績などの個人の技術ポテンシャルや組織の技術ポテンシャルに

依存するところが大である。それに対して事業成果は、個人の技術ポテンシャルに関係な

く、組織としての技術力レベルやポジショニングなど組織のケイパビリティが強く反映さ

れることが分かった。しかし、このことは、技術成果が事業成果に結びつかないというこ

とを意味しているものではないことに注意すべきである。4.1 節や 6.2 節で述べたように、

技術成果はコア技術として蓄積された後、個人の技術ポテンシャルから組織のコア技術と

して転換され、一部は陳腐化されるものの、次世代のプロジェクトのコア技術として周辺

技術や新規技術を融合して進化しながら事業成果の源泉になっていくことが示唆されるか

らである。このように、レベルの高いコア技術を核にしたイノベーション活動が継続的な

価値獲得を実現しうることを、本分析結果は示していると言える。 
 さらに、開発側の研究環境のコンセンサスや支援が技術成果の創出に不可欠であること

を示したが、自律的な技術評価やそれに伴う自らの意思決定のしくみの構築が重要である

ことを意味している。 
 
 
 
 

表 6.2 個人・組織の技術に係わる規定因子が技術成果に及ぼす影響(Tobit 推定)  
 

イノベーション成果イノベーション成果

Y2B 技術成果

イノベーション成果イノベーション成果

Y2B 技術成果

有意水準　1%

有意水準　1%(負の相関)

有意水準　5%

有意水準　10%

個人の技術ポテンシャル

X1 学位の有無

X2 在職研究期間

X3 社外発表実績

X4 保有特許件数

個人の技術ポテンシャル

X1 学位の有無

X2 在職研究期間

X3 社外発表実績

X4 保有特許件数

組織のコアコンピタンス

X5 コア技術の近さ

X6 コア技術レベル

X7 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの型

組織のコアコンピタンス

X5 コア技術の近さ

X6 コア技術レベル

X7 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの型

研究開発環境

X8 事業側環境

X9 開発側環境

研究開発環境

X8 事業側環境

X9 開発側環境
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表 6.3  個人・組織の技術に係わる規定因子が事業成果に及ぼす影響(Tobit 推定)  
 

 
表 6.4  個人・組織の技術に係わる規定因子が技術成果・事業成果に及ぼす影響(Tobit 推定)  

       (表 6.2 の技術成果と表 6.3 の事業成果に及ぼす影響に関する結果を統合) 
 

 
 
 
 

組織のコアコンピタンス

X5 コア技術の近さ

X6 コア技術レベル

X7 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの型

組織のコアコンピタンス

X5 コア技術の近さ

X6 コア技術レベル

X7 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの型

個人の技術ポテンシャル

X1 学位の有無

X2 在職研究期間

X3 社外発表実績

X4 保有特許件数

個人の技術ポテンシャル

X1 学位の有無

X2 在職研究期間

X3 社外発表実績

X4 保有特許件数

研究開発環境

X8 事業側環境

X9 開発側環境

研究開発環境

X8 事業側環境

X9 開発側環境
有意水準　1%

有意水準　5%(負の相関)

有意水準　5%

有意水準　10%

イノベーション成果イノベーション成果

Y4B 事業成果

イノベーション成果イノベーション成果

Y4B 事業成果

研究開発環境

X8 事業側環境

X9 開発側環境

研究開発環境

X8 事業側環境

X9 開発側環境

有意水準　1%

有意水準　1%(負の相関)

有意水準　5%

有意水準　10%

イノベーション成果イノベーション成果

Y4B 事業成果

イノベーション成果イノベーション成果

Y4B 事業成果

イノベーション成果イノベーション成果

Y2B 技術成果

イノベーション成果イノベーション成果

Y2B 技術成果

有意水準　5%(負の相関)

組織のコアコンピタンス

X5 コア技術の近さ

X6 コア技術レベル

X7 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの型

組織のコアコンピタンス

X5 コア技術の近さ

X6 コア技術レベル

X7 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの型

個人の技術ポテンシャル

X1 学位の有無

X2 在職研究期間

X3 社外発表実績

X4 保有特許件数

個人の技術ポテンシャル

X1 学位の有無

X2 在職研究期間

X3 社外発表実績

X4 保有特許件数
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【仮説】 
【仮説 1】個人の技術ポテンシャルが大きいほど開発成果が大きい。 
 仮説 1-1 社外発表実績が大きいほど開発成果は大きい。 
 仮説 1-2 保有特許実績が大きいほど開発成果は大きい。 
 仮説 1-3 在職期間が長いほど開発成果は小さい。 
 
【仮説 2】組織のコア・コンピタンスが開発成果に影響を及ぼす。 
仮説 2-1 コア技術レベルが高い(他者差別化の程度が大きい)ほど技術成果は大きい。 
仮説 2-2 コア技術から近いほど事業成果が大きい(事業のポジショニング)。 
仮説 2-3  プロジェクトが指向する事業の型が既存事業拡大型であるほうが事業成果 
     が大きい。 

 
【仮説 3】開発側および事業側のプロジェクトに対するコンセンサスがとれているほど 

開発成果が大きい。 
 
【重回帰分析結果】  (仮説との相違) 
【結果 1】個人の技術ポテンシャルが大きいほど開発成果が大きい。 
結果 1-1 社外発表実績が大きいほど技術成果は大きい。       (△)  

 結果 1-2 保有特許実績と開発成果の大きさは関係ない。      (×)  
 結果 1-3 在職期間が長いほど技術成果は小さい。        (△)  
  
【結果 2】組織のコア・コンピタンスが開発成果に影響を及ぼす。 
  結果 2-1 コア技術レベルが高い(他者差別化の程度が大きい) ほど 
           技術成果は大きい。                  (○)  
  結果 2-2 コア技術から近いほど事業成果が大きい 

(事業のポジショニング)。                  (○)  
結果 2-3 プロジェクトが指向する事業の型が既存事業拡大型である 

ほうが事業成果が大きい。               (○) 
 
【結果 3】開発側のプロジェクトに対するコンセンサスがとれている 

ほど技術成果や事業成果が大きい。                 (△) 
 
 
      仮説との相違の程度の評価   ○仮説が支持された 
                     △仮説が部分的に支持された 
                     ×仮説が棄却された 
           

図 6.4 仮説と重回帰分析結果の相違 
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第 7 章 インプリケーションと本研究の限界 
技術成果は個人の技術ポテンシャル、事業成果はコア技術のポジショニングが効いてい

るという統計的な実証結果を得た。つまり、コア技術の近さ、コア技術のレベルおよびコ

ア技術のポジショニングによる技術マネジメントが事業成果に強く影響を及ぼしているこ

とが実証された。具体的にはコア技術に近い既存事業拡大型のプロジェクトの創出市場規

模が大きいことが示され、コア技術戦略の重要性が再認識された。 

この結果は、事業や技術的に全く新しい分野に進出する戦略は成功確率が低いことを実

証しているMeyer & Roberts (1986)やMarkides & Williamson(1994)の結果と整合性がとれてい

る。しかし、Leonard-Barton (1992)が述べているようにケイパビリティが強すぎると変化に

対応できないことに注意すべきである。原田(2007)はコア技術を周辺技術に展開する、ある

いは周辺技術をコア技術に展開するなどのコア技術を中心としたコア技術、補完技術およ

び周辺技術領域間で形成されるコア・リンケージのマネジメントが重要であるとしている。

コア技術の柔軟性や新規性を維持して持続的な成長をしていくには、蓄積されたコア技術

に、新規技術や周辺技術を常に注入させてコア技術を進化させていくことが重要である。

新規技術や周辺技術とのリンケージに留意しながらコア技術を進化させることが原動力と

なるだろう。以上の議論から、コア技術をベースに開発効率を向上させるためには、イノ

ベーション活動に精通したコア技術能力の高い人材を育成して、より一層のコア技術の強

化を図るとともに、開発効率に関係した全ての規定因子を特定しつつ、それを評価指標と

した評価プロセスを確立していくことが急務であろう。 
また、この実証結果は、技術成果については資源ベース(Resource based view)、事業成果

についてはポジショニングが効いているという風にも解釈される。両者は実は対立してい

るのではなく、説明すべき対象が異なっているということが示唆されたと言えよう。この

示唆は Saloner et al.(2002)の戦略経営論における資源とポジショニングの相互作用で競争優

位性が形成されるという記述とも通じるものである。 

図 4.1 のフレームワークでは本研究が対象とするイノベーション活動におけるコア技術

の進化プロセスを示したが、企業の事業活動は、これにコア事業の進化プロセスを加えた

プロセスで実行されると考えられる。図 4.1 をベースに実証結果を考慮して作成した、規定

因子をイノベーション活動の触媒としたコア技術、コア事業活動モデルを図 7.1 に示す。組

織能力としてのコア技術の進化軸に対して、コア事業の進化軸を対峙させた技術戦略と事

業戦略は車の両輪と言え、組織能力としてのコア技術とコア事業を DNA としたダブルスパ

イラル(二重らせん)による進化プロセスを示している。 

本フレームワークによれば組織能力としてのコア技術は新規技術を取り込み、組織能力

としてのコア事業は新規事業を取り込み、両輪として相互に関連することでイノベーショ

ンの効率向上に向けて進化し続けられることを示している。開発成果の規定因子は進化の

ための触媒、生み出された事業成果としての利益はガソリンとして機能している。以上の

コア技術とコア事業のダブルスパイラル進化による相互連携の事業活動により、イノベー

ション開発からは技術成果、事業化開発から事業成果が生み出される。同時に組織能力と

してはコア技術能力と延岡(2006)の言うプロジェクト能力が培われる。また。図中には本論

文の実証研究の結果であるイノベーションの規定因子と技術成果と事業成果の関係(赤矢

印)も併記している。 
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 図 7.1 コア技術とコア事業のダブルスパイラル進化 
 

  次に、イノベーションの成果が上がるように管理部門あるいはプロジェクトリーダーが

研究部門をマネジメントする場合のコントロールの方法論について考察する。営業部門に

おける営業成績と同様にイノベーションの成果を売上高や利益額で測ることができれば、

その指標を元にイノベーションをマネジメントすることは比較的容易であると考えられる。

しかし、実際にはイノベーションが製品化や事業化の段階まで到達する確率は少ない。通

常は、技術可能性の検討段階や要素技術確立の段階で終わることも多い。その場合には、

技術成果としての社内報告書、社外発表、特許などのドキュメントの形でのアウトプット

とならざるを得ず、ドキュメントの件数とともに質で重みづけされた成果の見積もりがな

される。研究プロジェクトに係わる要素技術の数も複数であり、各要素技術の難易度、オ

リジナリティや他社差別化の程度を考慮するとなると評価は、定量的に決まらず、管理者

の主観的な評価が入らざるを得ないのが現状である。 
本論文で議論したようにイノベーションをコア技術からの近さで区別すると、コア技術

から近い Core 技術に基づくイノベーション(以下、Core technology based innovation と呼ぶ)
と、コア技術から離れている Non Core 技術によるイノベーション(以下、Non Core technology 
based innovation と呼ぶ)に分類される。実証研究の結果からコア技術からの近さと事業成果

の間に有意な関係が実証されたので Core technology based innovation の事業成果(本論文では

創出市場規模)は大きく、Non Core technology based innovation の事業成果は小さいと言える。 
 
 

技術成果 　　事業成果

開発資源
INPUT　i

進化

コア技術ポジショニングコア技術ポジショニング

プロジェクトXi

プロジェクトXi+1

技術蓄積

組
織
能
力
と
し
て
の
コ
ア
技
術

新規技術

組
織
能
力
と
し
て
の
コ
ア
事
業

新規技術 新規事業

新規事業

進化

開発側環境コア技術レベルコア技術レベル

コア技術能力

プロジェクト能力

開発資源
INPUT　i+1

個人の技術ポテンシャル個人の技術ポテンシャル



 39

Collis et al.(1998)は、本社が多角化企業を管理する場合の課題の一つとして権限委譲した

自律的なユニットの意思決定に対するコントロールをいかに行うかについて論じている。 
その事業の成熟度や成長度などの特質によって評価指標が単純であったり、複雑であっ

たりすることから、Behavior control と Outcome control という二つのコントロールを使い分

ける必要があると説明している。評価指標の単一性から考えると、Behavior control の場合

は、事業戦略の成果を簡略化した単一の基準で測定することが難しい場合に適用される。

Outcome control は Cash flow のような単一の財務指標が事業成果を示す有効な指標になりう

る場合に適用されるとしている。 
以上の議論から、本論文が対象とするイノベーションを Core technology based innovation

と Non Core technology based innovation の特徴に応じて各イノベーションをコントロールす

る方法を表 7.1 のように整理した。 
 
    表 7.1  コア技術をベースにしたイノベーションコントロール方法論 

Core technology
based  innovation

Non Core technology
based  innovation

Business
benefit outcome

Outcome control 

Technology
output

Behavior control

 
                                 

Core technology based innovation は事業成果が大きく、売上高や利益などの比較的単一な 
評価指標で測定できるため Outcome control が適している。事業成果が比較的短期間に産み 
出される可能性が高いため、売上高や利益の正味現在価値(NPV)などで事業価値を精度よく 
見積もることが可能である。ゆえに、管理者にとっては Core technology based innovation 活

動に従事している研究者の評価の方がやりやすいと思われる。しかし、管理者が事業利益

を生み出しやすいプロジェクトの評価に慣れてしまうと、研究者の新規のアイデア創発な

どに対する評価を軽視しがちになり、研究者のモチベーションが低下することがあるので

注意しなければならない。 
一方、Non Core technology based innovation の成果は技術成果が主たる成果と考えられる

ため、先に述べた理由から評価指標が一律ではないので、Behavior control が適していると

考えられる。管理者は各要素技術に精通していることが必要となる。管理者にとって要素

技術ごとの評価やコントロールは多大な労を要する。管理者の実力がない場合には、新規

のシーズや他の技術との融合による、いわゆる化ける技術を見逃す可能性もあり高度な成

果に対する評価が求められる。 
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さらに、本論文で行った実証研究の結果や本章のインプリケーションで行われた議論を

もとに、イノベーションの開発効率を高めるための評価方法を提案する。浅川(2004 )が表し

た研究開発の技術の重要度合と時間軸で表した要素技術開発から製品開発に至るプロセス

イメージ図をベースに評価の位置づけや評価項目について議論する。 
図 7.2 は、研究開発の効率向上に向けて、要素技術確立の時点で “研究開発が効率的に技

術につながっているのか” さらに製品化・事業化の時点で” 研究開発が効率的に製品や利益

につながっているのか”を意識した評価を意図しており、次のステージに向けた開発継続の

GO / NO GO の意思決定を行うことの重要性を明確に伝えている。浅川(2004)はここで描か

れている S 字カーブの対象となる研究開発を、主として応用研究分野に属するものと補足

説明しているが、本論文が対象としているイノベーションも既存のコア技術をベースにし

た研究開発が大部分であり同様に扱えると考えた。 
  浅川(2004)によれば、新しいイノベーションへの移行に際しては、現状のイノベーション

の位置づけとともに次世代のイノベーションとして何を提案したらよいか、何を作るのか

が不確実な市場において、技術者自らが新しい S 字カーブを描けるのか、その推移を予想

できるのかが問われているとしている。つまり、この S 字カーブがどのようなカーブにな

るのかを推定、評価することの重要性について言及している。 
 図に示すように、現行の技術やシステムに変わる新しい S 字カーブは、A、B、C のいず

れかの軌跡を描くのか不明である。これを見極めない限り、さらには A の軌跡を描く可能

性のある次の新しいイノベーションを見つけない限り、いつまでたっても移行できず企業

存続のための開発投資対象が定まらないということになる。 
 事業化に至るまでの過程は、要素技術確立のステージ(Stage 1)、Death Valley と呼ばれる

製品化のステージ(Stage 2)、さらに最終段階である事業化のステージ(Stage 3: 利益獲得のス

テージ)に分類される。このステージに入るところにゲートを置き、ゲートを通過するため

の必要条件(評価項目)をクリアすることで GO もしくは NO GO の意思決定を行う。この方

法は、ステージゲート法とよばれ Cooper(1990)が提唱したものである。この方法に沿ってゲ

ートごとに次のイノベーションステージに移行するかどうかの意思決定を行う場合におけ

る評価項目について以下に言及する。 
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図 7.2   コア技術をベースにした技術評価・製品評価のイメージ 

                浅川(2004)の図をベースに筆者が再編集 
 
各ゲートの評価項目を表 7.2 に示す。評価項目は本論文の実証結果と先行研究の調査結果

に基づいて選択した。評価項目は、コア技術、組織のケイパビリティおよびコア技術の経

済価値評価の 3 つの大項目に分類される。 
まず、コア技術の評価項目は、本論文の実証結果を反映している。実証結果以外では新

規技術と周辺技術とのリンケージについての評価を追記している。 
 次に、組織のケイパビリティの評価においては、プロジェクトリーダーのリーダーシッ

プや個人のコンピテンシーおよびプロジェクトの専門分野における機能分化の程度などが

想定される。この内容は、今後の研究進展によってブラシュアップされていくと考えてい

る。 
 最後の項目としては、経済価値評価によるコア技術やコアシステムの正味現在価値を見

積もることを想定している。 
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表 7.2 各ゲートにおける評価項目内容 

 
図 7.2 を用いて、4 つの各ゲートにおける評価方法を説明する。 
最初のゲートは事前評価であり、コア技術のオリジナリティやレベル、技術課題とその

難易度および他社技術との差別化の度合いなど技術的な観点からの評価となるが市場性評

価(市場規模や予想獲得シェア)も重要なポイントとなる。また、開発側の支援やコンセンサ

スが研究推進の動機づけには欠かせない。これをクリアするとステージ 1 においては要素

技術の可能性検討が主たるイノベーション活動となる。 
ゲート 2 では製品化技術を構成する要素技術が確立されているのかどうかの意思決定が

重要となる。評価項目はゲート 1 と重複するがより精度の高い評価が実施される。技術レ

ベルや他社差別化の程度および事業のポジショニングの精査が要求される。ここでは新た

に、本格的な製品化開発に入る際の事業戦略に沿った適用市場規模や予想獲得シェアを元

にした経済価値評価が重要となる。DCF、NPV およびリアルオプション法などを用いて将

来産み出される利益の現在価値評価をできる限り定量的に行うことが求められる。また、

コア要素技術の確立とともに、これにどのような新規技術や周辺技術を取り込めばさらに

価値を高められるかの可能性も含めて現在価値を算出することも必要である。同時に、最

大の技術成果、事業成果を生み出すための人材の確保が不可欠である。これは本論文によ

る実証研究でも明らかになったように、個人の技術蓄積や組織としてのコア技術のレベル

が技術成果や事業成果に強く関係しているからである。また、本論文では実証しえなかっ

た研究開発プロジェクトの型やコア技術との近さに応じたプロジェクトリーダーの選任も

重要なポイントとなってくると考えられる。 

31

評価項目 Gate1

事前評価

Gate2

技術評価

Gate3

製品評価

Gate4

事後評価

コア技術評価

コア技術
個人技術ポテンシャル
組織コア技術レベル

コア技術のポジショニング
コア技術からの近さ
事業の型

開発側の支援・コンセンサス
事業側の支援・コンセンサス

新規技術、周辺技術とのリン
ケージ

◎
◎
○
○

◎
○

◎

◎
◎
◎
◎

◎
◎

◎

◎
◎
◎
◎

○
◎

◎
◎
◎
◎

◎
◎

◎

組織のケイパ
ビリティ評価

リーダーのコンピテンシー
専門機能の分化・集中度

○
○

◎
◎

◎
◎

コア技術の
経済価値評価

市場性
市場規模
予想獲得シェア

DCF、リアルオプション法
によるNPV見積もり

○ ◎

◎

◎

◎

◎

◎

評価の重要度 ◎特に重要 ○重要 記号なし 不要
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次のゲート 3 においては製品化、事業化段階に入るかどうかの判断となる。製品コスト

の見積もりや予想される獲得市場規模から獲得される利益と今までの開発費支出を見積も

り、製品化すべきかどうかの最終の意思決定を行う必要がある。 
最後のゲート 4 における事後評価のタイミングは難しいが技術の経済価値が最も高いと

考えられる段階で評価するのが妥当であろう。評価項目については、それまでのゲートに

おける評価との差異やその原因について考察するために全ての評価項目について評価する

必要があると考えられる。これら評価と各ゲートにおける評価との差からイノベーション

の不確実性を測定することができる。 
 
最後に本研究の限界について述べる。まず、一企業のデータによる実証結果であること、

電機メーカーの一研究所における研究開発プロジェクトを対象としたものであり、対象企

業の企業風土などの影響を強く受けている可能性がある。この点については、その実証対

象を電機業界に拡張するなど、より一般的、汎用的な実証を行う必要があると考えている。 
次に、本研究は個人および組織のコア技術に関する規定因子による観点からの実証分析

である。できる限り定量的に実証研究を行いたいという理由から、規定因子としてコア技

術に係わる因子を選択したという背景があるが、社会的な個人や組織におけるリーダーシ

ップやケイパビリティなどの人に関わる能力と成果の間の因果関係を見ていないという本

研究の限界がある。リーダーシップやモチベーション、各メンバーにおけるプロジェクト

機能・権限の集中・分化の程度や情報伝達、情報共有の程度などメンバーの人的、社会的

な組織能力からの考察が必要であると考えている。今回対象としたプロジェクトにおける

リーダーや研究員は特定できているので、今後、これらの社会的な組織能力に注目した実

証研究が可能であると考えている。 
さらには、冒頭に述べたように人や組織に係わる因子のみならず教育や企業の理念など

のように直近の成果にすぐに効果的、直接的に表れるものではないが時間を積み重ねるこ

とによって確固たる組織能力として根付いてくるアンビジブルな概念も今後考慮すべきで

あると考えている。 
また、今回の実証研究では過去の研究プロジェクトにおける技術発表などによる技術蓄

積が、新たな研究プロジェクトを実行するにあたって開発効率を向上させるという結果を

得ている。しかし、そのプロセスは新規技術や周辺技術を取り込みながら組織のコア技術

として進化しているはずであるが、これらの技術の取り込みによる進化の程度つまり、コ

ア技術とこれら技術のリンケージがイノベーションの開発効率の向上にどの程度寄与して

いるかの考察がなされていないなどの課題も残されている。 
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第 8 章 結論と今後の課題 
プロジェクト成果ならびに影響因子データの重回帰分析による実証研究の結果、以下に

示す実証結果を得た。 
 

【結果 1】個人の技術ポテンシャルが大きいほど開発成果が大きい。 
結果 1-1 社外発表実績が大きいほど技術成果は大きい。      

     結果 1-2 保有特許実績と開発成果の大きさは関係ない。  
     結果 1-3 在職期間が長いほど技術成果は小さい。 
【結果 2】組織のコア・コンピタンスが開発成果に好影響を及ぼす。 
      結果 2-1 コア技術レベルが高い(他者差別化の程度が大きい)ほど技術成果は大きい。  
      結果 2-2 コア技術から近いほど事業成果が大きい(事業のポジショニング)。  

結果 2-3 プロジェクトが指向する事業の型が既存事業拡大型である方が事業成果 
         が大きい。 

【結果 3】開発側のプロジェクトに対するコンセンサスがとれているほど技術成果や 
事業成果が大きい。   

                   
以上、開発成果を技術成果と事業成果に分割した評価を試みたが、これらの両成果に影

響及ぼす規定因子が異なるということが明らかになった。 
プロジェクトの技術成果は個人の技術ポテンシャル(社外発表実績)、組織能力としてのコ

ア技術レベルおよび開発側のプロジェクト環境整備の程度、事業成果(売上高) はコア技術

の近さの程度、プロジェクトの型および開発側のプロジェクト環境整備の程度が効いてい

るという実証結果を得た。この結果は、技術成果については、資源ベース、 事業成果につ

いてはポジショニングという観点から説明可能であると思われる。両者は実は対立してい

るのではなく、説明すべき対象が異なっているということが示唆されたと言える。また、

コア技術に近く、既存事業拡大型のプロジェクトの事業創出規模が大きいことが示された。     
この事実はコア技術の差別化とプロジェクトの型ごとの位置づけによるコア技術戦略が

事業成果に強く影響を及ぼす規定因子であり、これらをマネジメントするコア技術戦略の

重要性が本実証研究によって再認識された。しかし、ケイパピリティが強すぎると変化に

対応できないことに注意すべきである。コア技術を周辺技術に展開するあるいは周辺技術

をコア技術に展開するなどのコア技術を中心としたコア技術、補完技術および周辺技術領

域間で形成されるコア・リンケージのマネジメントも重要である。 
本研究は開発効率の向上に向けたイノベーション評価法の第一歩としての実証の試みと

してプロジェクトの開発成果の規定因子を抽出することができた。今後、さらに研究開発

における人にかかわるデータ補完も視野に入れ、改良を加えてプロジェクトにおける技術

監査や研究開発プロセスの評価法として普及・定着することができればと考えている。最

終目標は、プロジェクト評価指標の一般化であり、同業他社間で統一的な評価指標を適用

したデータ分析を試みることで、より汎用的なイノベーション評価方法として認知されて

いくと思われる。今後これら汎用的な研究開発イノベーションの評価手法の確立が研究開

発の効率を高め、日本企業のイノベーション競争力を高める一助となるように評価モデル

の改良に努めて行きたい。 
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